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報告書要旨 

 

本報告書の目的は，中小企業 4 社について，管理会計の導入や運用の事例を紹介するこ

とにより，中小企業に管理会計を導入したり，抜本的に見直そうとしたりする経営者や支

援者に資することである。 

企業が経営を維持・拡大するのに必要なのは，利益ではなく，キャッシュ・フローであ

る。企業には，中長期的に，本業により，経営に必要なキャッシュ・フロー額を獲得する

ことが求められる。 

本報告書では，中小企業の業績の向上や改善，あるいは，抜本的な改革を実行し，必要

なキャッシュ・フロー額を獲得することに寄与する，内部管理に適した会計システムにつ

いて考察する。 

 

本報告書の構成・内容は以下のとおりである。 

第 1 部は管理会計の理論編である。事例だけを読んだとしても，意義はあるが，事例の

意味するところを，より深く理解し，応用して活用するためには，管理会計についての基

礎知識があったほうがよい。そこで，第 1 部では管理会計の基礎知識について，会計の専

門家でない読者を念頭におき，平明に，解説した。特に重要である，キャッシュ・フロー

については，概念や定義だけでなく，事例もあげて解説している。 

第 2 部の事例編では，4 社の事例を紹介している。本報告書の趣旨に基づき，事例企業

は，「どこにでもありそうな」中小企業を抽出した。いままで，刊行物やマスメディアによ

り，紹介されたことはない企業ばかりである。4 社とも大都市圏に所在していない。いず

れも年商は 10 億円未満の比較的小規模な企業である。 

各事例は，各社の経営者や経営幹部に（事例 2 のみ支援者にも）インタビューを実施し，

内部資料の開示も受け，資料についての説明や分析も加えた上で，まとめ上げた。 

 

事例をまとめるにあたっては，以下の 6 つの視点を意識した。 

①全社最適の視点 

②小規模企業の視点 

③企業の実態を紐解く視点 

④最重要指標は何かを見極める視点 

⑤管理会計導入にかかる時間に対する視点 

⑥経営者と社員とが数値を共有する視点 

 

4 社の事例により，以下の 3 点が示される。 

①管理会計はどんな企業にも必要である。 

②自社に適合した管理会計の仕組みを構築することが求められる。 

③自社に適合した管理会計の仕組みを構築するためには，高度な技術が要求されるわけ

ではない。自社のビジネスモデルや実態を的確に把握し，正しい考え方に基づけば，

シンプルで有効な仕組みを構築することが可能である。 
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序章 本調査研究の概要 

（１）調査研究の背景 

 管理会計分野の学術研究においてよく採り上げられるのは，京セラや，村田製作所や花

王などの大企業のケースである。 

 残念ながら，中小企業が独自で取り組む管理会計についての事例はほとんど紹介されて

いない。中小企業白書においても過去 10 年間，1 度も採り上げられていない。 

 しかしながら，経営資源に制約のある中小企業にこそ，有効な管理会計システム1が導入

されれば，自社の強化や変革に資する。企業規模が小さいからといって，経営者にすべて

が見えているとは限らない。企業の実態を何で計るかといえば，それは数字であり，客観

的に数字で企業の実態を見えるようにしておくことが，中小企業にも求められる。 

平成 21 年 5 月に中小企業庁経営支援課により発表された「経営支援課中小企業再生支

援協議会の活動状況について～平成 20 年度活動状況分析～」によれば，再生計画策定支

援終了企業のうち，平成 19 年度には 394 社中 174 社が，平成 20 年度には 332 社中 169

社が，支援の過程で管理会計手法を導入している2ことからも，管理会計の仕組みが構築さ

れていない企業が多いこと，経営にとって管理会計が必要であること，が読み取れる。 

 以上のような，問題意識により，中小企業の管理会計についての調査研究を行うことに

した。 

 

（２）調査研究の目的 

本報告書の目的は，中小企業 4 社3について，管理会計の導入や運用の事例を紹介するこ

とにより，中小企業に管理会計を導入したり，抜本的に見直そうとしたりする経営者や支

援者に資することである。 

企業が経営を維持・拡大するのに必要なのは，利益ではなく，キャッシュ・フローであ

る。企業には，中長期的に，本業により，経営に必要なキャッシュ・フロー額を獲得する

ことが求められる。 

本報告書では，中小企業の業績の向上や改善，あるいは，抜本的な改革を実行し，必要

なキャッシュ・フロー額を獲得できるようになるための，内部管理に適した会計システム

について考察する。4 企業の事例により，以下の 3 点が示される。 

① 管理会計はどんな企業にも必要である。 

② 自社に適合した管理会計の仕組みを構築することが求められる。 

③ 自社に適合した管理会計の仕組みを構築するためには，高度な技術が要求されるわ

けではない。自社のビジネスモデルや実態を的確に把握し，正しい考え方に基づけ

ば，シンプルで有効な仕組みを構築することが可能である。 

 

 

                                                  
1 ここでいうシステムは，情報システムだけではなく，管理会計の枠組み全体を指す。 
2 残りの企業で管理会計手法がすでに導入されていたか否かは，データからは知ることができない。 
3 事例企業 4 社には，長時間にわたるインタビューに対し，丁寧に応じていただいたばかりでなく，貴重

な内部資料を開示いただき，有益なご意見も頂戴した。この場を借りて，深く感謝申し上げる。 
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（３）本報告書の内容 

 本報告書は 2 部構成とした。 

第 1 部は管理会計の理論編である。事例だけを読んだとしても，意義はあるが，事例の

意味するところを，より深く理解し，応用して活用するためには，管理会計についての基

礎知識があったほうがよい。そこで，第 1 部では管理会計の基礎知識について，会計の専

門家でない読者を念頭におき，平明に，解説した。特に重要である，キャッシュ・フロー

については，概念や定義だけでなく，事例も交えて説明している。 

第 2 部の事例編では，4 社の事例を紹介している。本報告書の趣旨に基づき，事例企業

は，「どこにでもありそうな」中小企業を抽出した。いままで，刊行物やマスメディアによ

り，紹介されたことはない企業ばかりである。4 社とも大都市圏に所在していない。いず

れも年商は 10 億円未満の比較的小規模な企業である。 

各事例は，各社の経営者や経営幹部に（事例 2 のみ支援者にも）インタビューを実施し，

内部資料の開示も受け，資料についての説明や分析も加えた上で，まとめ上げた。 

事例をまとめるにあたっては，以下の 6 つの視点を意識している 

①全社最適の視点 

②小規模企業の視点 

③企業の実態を紐解く視点 

④最重要指標は何かを見極める視点 

⑤管理会計導入にかかる時間に対する視点 

⑥経営者と社員とが数値を共有する視点 

 

（４）調査体制（調査研究担当者：経営支援情報センター 石川 英文） 

  リサーチャーが，ナレッジアソシエイト 2 名と調査研究を行った。 

  ①ヒアリング調査委員 

   石川 英文（経営支援情報センター リサーチャー） 

    事例編 第 1～4 章担当 

仙田 恭一（同上 ナレッジアソシエイト 中小企業診断士） 

 事例編 第 3 章担当 

齊藤 民治（同上 ナレッジアソシエイト 税理士 中小企業診断士） 

 事例編 第 4 章担当 

 ②事務局 

   矢口 雅哉（経営支援情報センター ディレクター） 

 

（５）執筆体制 

 序章  石川 英文 

 第 1 部 石川 英文 

 第 2 部 事例 1 石川 英文 

     事例 2 石川 英文 

     事例 3 石川 英文 仙田 恭一 

     事例 4 齊藤 民治 
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第１部 理論編 

第 1 章 キャッシュ・フロー経営と管理会計 

（１）管理会計の定義と位置づけ（その必要性） 

①管理会計の定義 

企業経営においては，自社の現状を知ることが不可欠である。自社の現状がわから

なければ，正しい方向に進むことはできない。現状を知るためには数字が必要であり，

経営管理のための会計が管理会計である。 

岡本他(2003，p6)によれば，管理会計の定義は，「管理会計とは，企業の経営管理 

者に対し，その経営管理に不可欠な経済的情報を提供するため，適切な数量的データ

を認識し，測定し，記録し，分類し，要約し，解説する理論と技術」である。 

   加登他(2010，p347)では，管理会計の定義を次のように拡張して解釈している。す

なわち， 

“「経営管理を支援する会計」が管理会計であるという長年多くの研究者に共有さ

れている定義は変える必要はないかもしれないが，管理会計は関連部門から要請され

たデータや情報を望まれているフォーマットで情報要求者に提供するものであると

限定的に考えるのではなく，「会計の視点から経営機能を検討する」「管理会計は，複

数の馬（会計以外の経営機能）に牽かれる馬車（組織や経営）を制御し，目的地（設

定した経営目標の達成）に向かわせる御者である」として理解するのが，今日的には

より妥当であるといえるだろう。” 

この加登他(2010)の解釈は，まさに中小企業経営に求められる管理会計の視点であ

り，本報告書の立場にも通じるものである。 

 

②会計の体系と管理会計 

ところで，企業の数字というと，まず，財務諸表（以下決算書という）を思い浮か

べる人が多い。しかし，決算書だけでは経営を管理することはできない。企業をマネ

ジメントするためには，管理会計が必要である。 

管理会計を理解するためには，会計の体系とその中における管理会計の位置づけを

把握する必要がある。会計を，大きく分類すると，制度会計と管理会計に区分され，

さらに制度会計は財務会計と税務会計に区分される(図表 1-1)。 

  

図表 1-1 会計の区分 

財務会計
制度会計

税務会計
会計

管理会計

 

          （資料）筆者作成 
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財務会計は，財務諸表によって株主や投資家に情報を提供するための会計であり，

税務会計は税額を計算するための会計である。財務諸表は，この中で，制度会計に位

置づけられる財務会計により作成される。財務会計と税務会計の関係は，財務会計に

おいて計算される税引前当期純利益は，税務会計における税額計算の基準値となる。

すなわち，税務会計においては，税引前当期純利益を出発点として税法，特に法人税

法の規定に従って課税所得および税額を計算する。 

財務会計では，利益が示されるが，利益は経営判断の基準となる指標としては必ず

しも適切とはいえない。「利益が出ていれば経営がうまくいっている」とは限らないし，

「利益がトントンだから」といって，経営が厳しい状況にあるとは限らない。 

   その理由の一つとしては，非上場企業が，財務会計によって財務諸表を作成する際

には，税額を少なくしようとする誘因や，どうにか黒字にしようとする誘因が大きく

働くからである。非上場企業には，同族会社が多く，同族企業では株主への配当につ

いて考慮する必要性が低いため，経営者は，利益を多くすることよりも，税額を少な

くする方向に関心が向きがちである。あるいは，本来は赤字であるにもかかわらず，

金融機関等の目を気にして，どうにか表面上黒字にする決算を行う企業もある。利益

は，会計ルールを遵守したうえでも，ある程度恣意的に操作できる 

   これらの企業では，実態と乖離した決算を繰り返すうちに，経営者でさえ自社の足

もとが見えなくなってしまう。 

 

③管理会計の必要性 

   では，「正確に利益を算出すれば，自社の現状がわかるといえるか」という問題につ

いて，次に，検討する。 

   現代においては，企業は永続的な存在であることを前提としているため，一定期間

に区切った期間損益計算が行われている。利益は，「収益－費用」により算出される。

収益や費用は発生主義により計上される。発生主義においては，取引その他の事象の

影響額は，キャッシュが流出入するときではなく，発生時に認識され，会計帳簿に記

録され，それらの帰属する期間の財務諸表に計上される。 

「収益－費用」がキャッシュの増減分に一致しない理由は，「収益－費用」の増減が，

キャッシュ以外の資産の増減（たとえば売掛金の増加や買掛金の減少）として存在す

る場合があるからである。また，売上原価にはその期の売上に対応する金額のみが原

価として計上されるので，期間利益はキャッシュの増加分と一致するわけではない。

企業は，キャッシュが尽きれば倒産してしまう。いくら利益を正確に計算したとして

も，キャッシュがどれだけあるかという問題とは，別の問題であるのだから，正しい

利益を算出できれば自社の現状がわかるとはいえない。 

したがって，決算書を見たときに，企業は利益が出ていればよいということでもな

いし，財務諸表における利益を精緻に計算したからといって，自社の現状がわかると

は限らないのである。つまり，制度会計だけでは自社の現状を知ることはできない。

そこで，管理会計が必要になる。 
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（２）キャッシュ・フロー経営 

  管理会計システムを導入する前提として，キャッシュ・フロー経営の考え方を正しく

理解することが必要である。キャッシュ・フローの獲得こそが企業に求められる数字で

あることを理解せずして，管理会計を導入しても意味はない。キャッシュ・フロー経営

の中に管理会計を位置づけている点は，本報告書の大きな特徴である。 

 

①利益かキャッシュ・フローか 

   企業は、「儲けなければならない」といわれるが，「儲ける」とはどういう意味であ

ろうか。儲けるとは、利益を計上するだけでなく，キャッシュ・フローの獲得も伴っ

ていなければならない。 

「キャッシュ・フローとは何か」と問われたときに，きちんと回答できる経営者や

支援者は意外に少ない。この点が，会計の視点から経営を見たときの，大きな問題点

であり，本報告書における大きな問題意識である。「キャッシュ・フローとは何か」を

理解し、単に黒字にすることだけでなく，キャッシュ・フローの獲得をも目標にした

「キャッシュ・フロー経営」を行うか否かが，存続しさらに成長する企業になりうる

か否かの分岐点となる。「キャッシュ・フロー経営」という言葉が，一時期ブームのよ

うに扱われたが，「キャッシュ・フロー経営」とは決してブームのような性質を持つも

のではなく，会社を経営する際のエンジンとして、いつでも不可欠な考え方である。 

 

②キャッシュ・フローとは何か 

   キャッシュ・フローとは何かを理解しようとするとき，フローということばに引き

ずられる結果，誤解をしがちである。すなわち，キャッシュ・フローとはキャッシュ

の流入や流出といったキャッシュの流れのことだというイメージを持っている人が多

いのであるが，キャッシュ・フローにおけるフローとは流れではない。キャッシュ・

フローの定義は「ある期間（通常は 1 年間）の事業活動において、流入したキャッシ

ュから、流出したキャッシュを引いたキャッシュの増減」である。フローとは増減を

意味する。キャッシュとは、「現金および現金同等物」のことである。 

   「現金」とは、手元現金、要求払預金（当座預金、普通預金、通知預金など）をい

い、「現金同等物」とは、容易に換金が可能であり、かつ、価格の変動について僅少な

リスクしか負わない短期投資をいう。現金同等物には、取得日から満期日または償還

日までの期間が 3 カ月以内の短期投資である定期預金、譲渡性預金、コマーシャル・

ペーパー、売戻し条件付現先、公社債投資信託などが含まれる。 

 

③キャッシュ・フローの計算方法 

   多くの非公開企業はキャッシュ・フロー計算書を作成していない。公開企業であっ

ても，キャッシュ・フロー計算書の作成は連結のキャッシュ・フロー計算書のみを作

成することが義務づけられているのであって，単体では公開していない企業が大半で

ある。だからといって，キャッシュ・フローを把握できないということではない。 

   キャッシュ・フローは損益計算書から， 
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キャッシュ・フロー＝当期純利益×（１－実効税率）－配当金 

＋減価償却費等の非資金費用 

 

として計算する。これは，損益計算書により簡便に計算されるキャッシュ・フローで

あるから，簡易キャッシュ・フローと呼ぶ。 

   ここで，当期純利益をベースに簡易キャッシュ・フローを算定した場合には，特殊

要因が含まれているかもしれないことに留意する必要がある。当期純利益を算定する

うえでは、臨時的な損益である特別損益が加減されている。そこで、企業の経常的な

実力を知る場合には、当期純利益を経常利益に置き換えて、 

 

キャッシュ・フロー＝経常利益×（１－実効税率）－配当金 

＋減価償却費等の非資金費用 

 

として計算するとよい。 

ここで、この式を構成するそれぞれの項目について解説する。 

 

・経常利益×（１－実効税率） 

    この式の意味は，税引後経常利益を算出しているということである。企業には法

人税・法人事業税・法人住民税といった税金が課されるが，実効税率4とは、これら

の税金支払額総額の課税所得に対する，実際の税率のことである。実効税率は約

40％なので，上記の式で実効税率は 0.4 として計算するとよい。 

 

・配当金 

配当金は，決算確定後に，キャッシュとして社外に流出する。したがって，キャ

ッシュ・フローを計算する上では，配当金を控除する必要がある。 

 

・減価償却費等の非資金費用 

    非資金費用とは，資金の流出を伴わない費用のことである。  

たとえば，減価償却費は、経常利益を算出する際には費用として控除されている

が、他の費用と違って、資金の流出はない。また、減価償却の対象となる有形固定

資産を取得した時点ですでに資金が流出しているので、さらに減価償却費を資金の

流出としてとらえてしまうと、二重に資金が流出することになってしまう。そこで、

経常利益をベースにしてキャッシュ・フローを計算する際には減価償却額を加える

必要がある。 

    同様に、諸引当金も、営業利益を算出する際には費用として控除されているが、

資金の流出はないので、キャッシュ・フローを計算するうえでは減価償却費と同様

に加算する必要がある。 

 
                                                  
4 法人事業税は，支払いをする日の年度において，課税所得を計算する際に損金に算入することができる（税務上の

費用として扱うことができる）ため節税効果がある。その節税効果を考慮した税率を，実効税率という。 
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運転資金＝売上債権（受取手形＋売掛金）＋棚卸資産 

－仕入債務（支払手形＋買掛金）・・・①式 

④簡易キャッシュ・フローは何の原資になるのか 

獲得した簡易キャッシュ・フローは何の原資になるのかを理解することはとても重

要である。一般的な企業の決算期間である 1 年間において獲得した簡易キャッシュ・

フローは，増加運転資金や，設備投資や，借入金における元金の返済減資となる。 

運転資金ということばよく使われるが，その意味を正確に理解せずに使用している

ケースがあるので，ここで，運転資金についての定義を明確にしておく。 

運転資金は，次の式によって定義される。 

 

 

 

売上債権とは，受取手形と売掛金のことである。受取手形には，割引手形や裏書譲

渡手形も含まれる。販売したけれども顧客から代金はまだ回収できていない。棚卸資

産はまだ販売されていないので，キャッシュに変わっていない。 

企業を経営するうえでは，売上債権と棚卸資産相当額のキャッシュが必要である。 

一方，支払手形や買掛金といった仕入債務相当額は，既に仕入れたのに，一定の期限

まで代金の支払いを猶予されているのでその分のキャッシュが浮いていることになる。 

   大半の企業においては，売上債権と棚卸資産の合計額は仕入債務よりも大きくなる

ので，企業は常に①式で算出される分のキャッシュが必要であり，これを運転資金と

いう。売上が増加すると，回収や支払の条件が変わらなければ，①式にて求められる

運転資金の額は増加することになる。これを増加運転資金という。 

   ここで，再び簡易キャッシュ・フローの議論に話を戻すと，簡易キャッシュ・フロ

ーは，すでに説明した，増加運転資金の原資となるほか，設備投資や長期借入金の元

金返済や配当金の原資となる。 

 

⑤資金運用表と簡易キャッシュ・フロー 

 

         図表 1-2 資金運用表 

運用 調達
設備投資 簡易キャッシュ・フロー

増加運転資金
（配当）
長期借入金返済
合計 合計

長期借入金

 

        （資料）筆者作成 

  

以上をまとめたものが，資金運用表（図表 1-2）である。資金運用表は，右側が資 

金の調達を，左側が資金の運用を表し，一定の期間（たとえば決算期間である 1 年間）   

  において資金がどのように調達されどのように運用されたかを示している。簡易キャ

ッシュ・フローで調達しきれない金額は，長期借入金により調達される。その他には，
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増資などによる資金調達もあり得るが，多くの中小企業にとっては，借入金にて資金

を賄うのが一般的である。 

   なんとか，資金繰りが回りさえすればよいという経営状況に陥っているケースを考

えてみる。そのようなケースでは，過去 1 年間の資金運用表を作成したとき，企業は

存続していたのだから，資金運用表の左右(つまり調達と運用)はバランスする。しか

し，長期借入金の額のほうが，長期借入金の返済額より多いかもしれない。特に大き

な設備投資もなく，増加運転資金も発生していないのに，もしそのような状態になっ

ているとしたら，経営を続ければ続けるほど借入金の額が膨らんでいくことになる。

いずれ，借り入れの限界に達した時点で企業は破綻することになる。これは，極端な

例だという見解もあろうが，決してそんなことはない。 

   とにかく黒字にしておけば何とかなるという考え方も，同様に，いずれ資金繰りの

破綻を招くおそれが大きい。 

   本業でどれだけキャッシュ・フローを獲得するかという目標を明確に意識し，計画

し，実行し，統制していくという，キャッシュ・フロー経営を実行しなければ，企業

の存続は脅かされる。 

   ここでいう，キャッシュ・フローとは簡易キャッシュ・フローを指すのではなく，

「ある期間（通常は 1 年間）の事業活動において、流入したキャッシュから、流出し

たキャッシュを引いたキャッシュの増減」というまさにキャッシュ・フローの定義そ

のものを指す。 

   大きな設備投資がなく，売上の大きな増加もないような年度には，設備投資資金も

増加運転資金もほとんど必要ないのであるから，極力借り入れの返済を進めていくの

が健全な経営である。 

   自社にとって比較的大きな設備投資を実行し，そのため借入金が増加するような場

合には，次の設備投資までにどの程度借入金の返済を進捗させることができるか，も

し増産となる場合には増加運転資金をどう調達するかを考えて経営を行うのがキャッ

シュ・フロー経営である。 

   たとえばベーカリーを創業したときに，設備資金は調達したが，運転資金がすぐシ

ョートして，早期に廃業を余儀なくされるケースがある。この経営者の問題点は，経

営において必要な資金の全体像がわかっていないということである。経営において，

資金の全体像がわかるとは将来の資金運用表を頭に描けるということに他ならない。 

 

⑥事例研究 

これまでに，キャッシュ・フローの重要性についてその概念を説明してきたが，理

解を深めるために，事例により確認してみよう。 

   図表 1-3 の貸借対照表と損益計算書を見ていただきたい。読者は，架空の企業 V 社

の業況についてどのようにお感じになるであろうか。 
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  図表 1-3 Ｖ社の貸借対照表と損益計算書 

科目 前々期 前期 科目 前々期 前期
流動資産 102 145 流動負債 191 187
　　現金及び預金 20 16 　　支　払　手　形 40 44
　　受　取　手　形 22 25 　　買　掛　金 88 69
　　売　掛　金 33 53 　　短期借入金 32 42
　　棚　卸　資　産 22 45 　　未払法人税等 0 0
　　そ　の　他 5 6 　　そ　の　他 31 32
固定資産 315 299 固定負債 116 139
　　要償却資産 294 278 　　長期借入金 116 139
　　投資その他の資産 21 21 負債合計 307 326

株主資本 110 118
純資産合計 110 118

資産合計 417 444 負債・純資産合計 417 444

（割引手形） 76 74

　　　貸借対照表
（単位：百万円）

 

前々期 前期
売上高 592 580
売上原価 485 482
売上総利益 107 98
販管費 83 79
営業利益 24 19
営業外収益 1 1
営業外損失 5 6
（うち支払利息） （5） （6）
経常利益 20 14
特別損益 0 0
税引前当期純利益 20 14
法人税等 7 6

当期純利益 13 8

（減価償却費） 26 26

損益計算書
（単位：百万円）

 

   （資料）筆者が架空の企業を想定し作成 

   

  前期はやや減収になったが，経常利益の黒字は続いているし，減価償却額も 26 百万

円である。すなわち，P7 の①式に基づいて，キャッシュ・フローを計算すると 

前々期：経常利益 20×（１－実効税率 0.4）＋減価償却費 26＝38 

前期：経常利益 14×（１－実効税率 0.4）＋減価償却費 26＝34.4 

となるので，キャッシュ・フローは相応に確保されており業況は順調である，と判断

された方はいらっしゃらないだろうか。結論をいえば，この判断は正しくない。 

決算書からキャッシュ・フローの実態を把握するためには損益計算書だけでなく貸

借対照表もあわせて分析する必要がある。簡易キャッシュ・フローの分析だけでは本

質を見誤る。 

   貸借対照表によって運転資金必要額は前々期から前期にかけてどのように変化した
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かを見てみよう。 

前々期：売上債権 131（受取手形 22＋割引手形 76＋売掛金 33）＋棚卸資産 22 

－仕入債務 128（支払手形 40＋買掛金 88）＝25 

前期：売上債権 152（受取手形 25＋割引手形 74＋売掛金 53）＋棚卸資産 45 

－仕入債務 113（支払手形 44＋買掛金 69）＝84 

前々期と前期を比較すると，増加運転資金は 84－25＝59 である。売上が減少して

いるにもかかわらず，増加運転資金が必要だったことがわかる。回収条件も支払条件

も変わらないとすれば，売上が減少すれば，通常，運転資金は減少するはずである。

売掛金が 20 増加しているのは，不良債権が発生したのではないかとか，期末に無理

な売上を計上したのではないか，といった点が疑われる。棚卸資産が 23 増加したの

は，長期滞留在庫や不良在庫が発生したのではないか，といった点が疑われる。買掛

金が 19 減少しているのは，買掛期間を短期化しなければ仕入れられなくなったから

ではないかといった点も疑われる。すなわち，A 社の経営状況は，悪化しているおそ

れが大きい。 

   なお，売上債権を算出する際に，割引手形を加算する理由について説明する。貸借

対照表における割引手形の金額とは，売上債権を手形で回収した受取手形を，手形割

引という金融行為により資金化した手形の額面金額である（実際の受取金額は利息に

相当する割引料等を差し引いた後の金額となる）。商取引によって実際に回収した受取

手形の額は，割引を行っていない場合の手形金額なのだから，企業の売上債権を考え

る際には，割引手形の金額を加算する必要がある。もし，裏書譲渡手形がある場合に

は，同様に加算する。 

   次に，設備投資についてみる(固定資産の除却はなかったものとする)と， 

前期要償却資産 278－（前々期要償却資産 294－減価償却費 26）＝10 

となり，10 百万円の設備投資が行われている。 

   損益計算書により算出したキャッシュ・フローは 34.4 百万円であったが，増加運転

資金によるキャッシュ・フローの減少を加味すると 

34.4＋▲59＝▲24.6 

となり，24.6 百万円キャッシュ・フローはマイナスであった，つまり 24.6 百万円キ

ャッシュに穴が開いていたことになる。さらに，必要不可欠であったにせよ，設備投

資に 10 百万円のキャッシュが投下された。 

以上を踏まえて，資金運用表を作成すると，図表 1-4 のとおりとなる。 

       

図表 1-4 Ｖ社の資金運用表 

設備投資 10 簡易キャッシュ・フロー 34.4
増加運転資金        59 長期借入金増加 23
流動資産その他増加 1 短期借入金増加 10
現預金減少 ▲4 割引手形減少 ▲2

流動負債その他増加 1
合計 66 合計 66

　　　　資金運用表
運用 調達

 
        （資料）図表 1-3 のデータに基づき筆者作成 
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A 社は本業でキャッシュに穴が開いたが，長期借入金を 23，短期借入金を 10，す

なわち借入金合計を 33 増加させることによって，存続することができたのである。 

前期について考えてみると，大きな設備投資もなく売上もやや減少していたのだか

ら，本来は借入金を減少させるべき年度であった。 

経営を考える際には，資金繰りさえ回れば良いというわけではないのみならず，黒

字だから良いというわけでもないことがこの事例を通じて，ご理解いただけるであろ

う。経営においては利益だけでなく，キャッシュについても管理することが求められ

るのである。 

 

⑦キャッシュ・フローのベースとしての粗利益 

経営においては，中長期的に，本業でキャッシュ・フローを，安定して獲得し続け

ることが求められる。企業が成長するとは，単に売上規模が大きくなることではなく，

獲得するキャッシュ・フロー額も拡大することである。 

利益とキャッシュは一致しないとはいえ，本業でキャッシュ・フローを獲得するた

めのベースとなるのは，「売上－売上原価」すなわち売上総利益（以下粗利益という）

である。粗利益を極大化するためには売上を最大にし，費用を最小にすることが求め

られる。ただし，売上の中には回収できない債権があってはならない。また，売上原

価については，販売できない，あるいは，販売できても大幅な値引きを必要とするよ

うな棚卸資産の増加によって売上原価が減少している状態であってはならない。 

利益とキャッシュの違いを理解するうえで、重要なポイントの一つとして原材料や

製品や商品などの棚卸資産（いわゆる在庫）がある。 

   棚卸資産は売上原価の算出に重要な関係がある。「売上原価」と「仕入」の違いを理

解すれば、利益とキャッシュの違いについての一面がわかる。 

「仕入」とは、製品や商品を仕入先から購入する際に、支払う費用である。たとえ

ていうなら、消費者が買い物をするときに財布から出ていく（あるいはクレジット・

カードで購入した場合なら、クレジット・カードの決済日に預金口座から引き落とさ

れる）金額そのものである。 

   一方で「売上原価」とは、仕入金額のうち、売れた部分に相当する金額だけをいう。

もし仕入れても、その製品や商品が販売されなければ、売上原価には算入されない。

つまり、仕入代金を決済した結果キャッシュが減少したとしても、費用には算入され

ないのである。 

   事例により、説明しよう。次の例を見ていただきたい。 

図表1-5に示されている損益計算書の一部において、売上原価に計上された費用は450

である。これは、当期の売上高に対応する部分であって、売れ残った分、つまり期末

商品棚卸高 150 は貸借 対照表の棚卸資産に、資産として計上されている(図表 1-6)。 

   当期には 500 仕入れたのに、費用として計上されたのは 450 である。このように、

在庫が増加した分，すなわち， 

150－100＝50 

費用に計上される額が少なくなり、その分 50 利益が増加する。 

   ところが、棚卸資産が増加すれば仕入分の支払いはその金額分増加することになる
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ので，この場合、利益は増加しても、キャッシュは不足するということになる。 

   このことから、棚卸資産が増加するとキャッシュは減少し、棚卸資産が減少すると

キャッシュは増加することがわかる。 

このようにキャッシュの伴わない，いわば見せかけの利益を上げるのではなく，キ

ャッシュを伴った利益を上げることが求められる。 

ここで，誤解のないように補足しておくが，さらに販売できる目算があってとか，

あるいは，中長期的に企業が生存できるようにビジネスモデルを変更するなど，戦略

的に在庫を増加させた場合には，キャッシュを伴わない利益が増加するからといって

否定すべき行為ではない。一時的にキャッシュ・フローは減少しても，あくまで中長

期的にキャッシュ・フローの極大化を目指すのであれば，正しい方向性であるといえ

る。ただしこの場合，増加運転資金を借入れ等によって確保できることが前提になる。 

 

図表 1-5 売上原価の算出プロセス 

売  上  高     800 

売 上 原 価 

 期首商品棚卸高    100 

 当期商品仕入高    500 

  合  計      600 

 期末商品棚卸高    150  450 

 売上総利益          350 

         （資料）筆者が架空の企業を想定し作成 

 

図表 1-6 売上原価の図解 

 

 

 

 

 

 

 

   

  （資料）図表 1-5 に基づき筆者作成 

 

⑧管理会計の役割 

   以上のとおり，キャッシュ・フローを管理することが企業には求められるのである

が，キャッシュ・フローの金額そのものを，即時に，直接，把握し管理することは不

可能であるといってよいであろう。そこで役に立つのが管理会計である。 

管理会計はマネジメントのための会計であり，最終的な目的として，何を管理する

のかといえば，中長期的に経営に必要なキャッシュ・フローをできるだけ多く本業で

稼ぎ出す企業であり続けることや，もし現状では本業で十分にキャッシュ・フローを

獲得できていない企業であれば，必要なキャッシュ・フローを獲得できる企業に変革

期首商品棚卸高 

100 

 

 

当期商品仕入高 

500 

 

 

計 

600

売上原価 

450 

期末商品棚卸高 

150 

棚卸資産 100 

(前期の貸借対照

表の勘定科目) 
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していくことを管理するのである。 

そのためには，管理会計は，意思決定や業績評価やコスト管理に役立つものでなく

てはならない。つまり，管理会計は，自社が目指す方向に対し，現在，社内で何が起

こっているのかを数字で把握し，何が問題であるかの手掛かりを得ることができ，課

題を設定し，実行に移すという，経営の PDCA サイクルを回していくことに寄与する

システムでなければならない。 

 

（３）事例企業の管理会計を見るための視点 

①全社最適の視点 

   キャッシュ・フローを獲得することは企業経営の目的そのものではないが，企業の

目的を達成するための手段としてキャッシュ・フローを獲得することは不可欠である。 

   そこで，これから紹介する事例では，キャッシュ・フローを生み出す全社的な仕組

み，すなわちビジネスモデルと管理会計システムの整合性を重視する。すなわち，全

社の経営活動としてのビジネスモデルから生み出されるキャッシュ・フローを，具体

的に見えるようにするための管理会計システムを構築し，運用するためにはどうした

らよいのか，という全社最適の視点をもつ。 

管理会計は標準原価計算と予算統制を核として生起した歴史があるため，つい，標

準原価計算や予算統制といった，個々の管理会計手法に目がいきがちになる。しかし，

これらは，あくまで，管理会計システム全体の中のサブ・システムとして位置づけら

れるべきものである。 

管理会計の学術書においても，部門を横断した視点が必要である旨の以下のような

記述が見られる。 

「経営学の各領域において，例えば人的資源管理だったら人事部，ファイナンスなら

財務部，経営戦略なら経営企画部といったように，大部分の経営学分野にはそれに対

応する固有の機能組織が組織内に存在する。ところが，管理会計には，研究領域に対

応する機能組織が存在しない5。」 

「管理会計研究は管理会計の技法のみに焦点を当てても意味がなく､企業における経

営管理プロセス（Plan－Do－Check－Action）の文脈の中で管理会計の技法を分析対

象とするのが重要である6。」 

 事例では，経営者が自社を見ることができ，かつ，その中で社員も同じ方向に向か

うことができるような管理会計の実現についても検討を加えたい。 

 

②小規模企業の視点 

   「こういう仕組みは大企業だからできる」とか，「我が社では人材が不足しているか

らできない」といった発言が中小企業ではよく聞かれる。しかしながら，どんなに小

さな企業でも，経営を見えるようにするためには管理会計が必要である。 

   そこで，本報告書では小規模企業にとってこそ管理会計は必要であり有効であると

                                                  
5 加登他（2010），pp344－345。 
6 挽（2007），p75。 
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いう事例を示す。 

 

③企業の実態を紐解く視点 

   中小企業においては，経営の改善や改革を図ろうとしても，企業の実態が見えない，

現状がわからない，という問題がよく生じる。 

   企業の実態が見えなければ，経営をよくするための施策は立案できない。ましてや，

そのために必要な，有効な管理会計システムは設計できない。したがって，企業の実

態を数字で紐解く方法を知ることはとても重要である。 

   そこで，本報告書では，特に事例２において，管理会計システムを導入する前段階

として，どのようにして数字で企業の実態を紐解くのかという視点を織り込む。 

 

④最重要指標は何かを見極める視点 

   管理会計システムは，精緻なサブシステムを緻密に張り巡らせればよいというもの

ではない。この指標さえ押さえておけば，おおよその実態はわかるといった指標が明

らかになっていれば，管理会計はシンプルかつ有効に機能しているといえるであろう。   

多様な役割を一人で果たさなければならない中小企業の経営者にとって，シンプル

に自社の実態を捉えることができることができれば，大いに経営の舵取りの助けとな

る。また，社員にとっても，何を目指せばよいかが明確になり，社内の一体化にも寄

与するであろう。 

このように，京セラのアメーバ経営における，「時間当たり採算」のように，優れた

管理会計システム7においては，シンプルだがその会社の本質を表す核となる指標があ

るのではないかという仮説について，事例を通して考察する。 

 

⑤管理会計導入にかかる時間に対する視点 

   管理会計は，ビジネスモデルに適合していることが重要であり，その導入にあたっ

ては，ビジネスモデルに適合した管理会計システムを一気に導入することが必要であ

ると考えられる。コツコツとサブ・システムを一つずつ，構築していきながら，時間

をかけて全体のシステムを構築しても，良い管理会計システムはできないのではない

か，良い管理会計システムは，多少粗くても，一気に導入するべきなのではないかと

いう仮説について，事例を通して考察する。 

 

⑥経営者と社員とが数値を共有する視点 

   企業を改革するため，あるいは業績を向上させるためには，自社にとって重要な指

標を，経営者と社員が共有したうえで，企業を運営することが効果的である，という

仮説について，事例を通して考察する。 

 
                                                  
7 京セラのアメーバ経営は，「組織構造、管理会計、経営理念､リーダーたちの企業家的行動などが有機的

に組み合わされたもの」（三矢（2003），p4）であり，管理会計システムだけを表しているわけではない。 
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第２部 事例編 

第 1 章 Ａ社 

（１）本事例の特徴 

 A 社(以下当社という)のビジネスモデルは，極めてシンプルである。収入は 100％工賃

であり，賃加工のみを行っている。 

 管理会計は，企業規模の大小や，ビジネスモデルの単純さ・複雑さを問わず，企業経営

において，有用であり不可欠なツールである。本事例は，単純なビジネスモデルの中で，

管理会計を有効に活用している事例である。 

 ビジネスモデルが単純であるがゆえ，読者にとって理解しやすい事例である。どんな企

業であっても，管理会計は経営に不可欠であることを理解するための最適な事例であると

考えられるので，第 1 の事例として紹介する。 

 

（２）企業の沿革と事業の概要 

 当社は，大正時代の創業以来，一貫して，織布の製造を，賃加工の形態で行ってきた。

創業以来，衣料関係の織布製造を行っていたが，市場の動向を勘案し，1997 年に工業資材

の織布製造に転換し，今日に至っている。 

 資本金は 10 百万円である。同族会社であり，現代表者は 3 代目である。 

 現在の，受注元は 1 社のみであり，材料の支給を受け，工業資材織物を納品している。

エンドユーザーからみた工業資材名でいえば，1 種類の製品のみを製造しているが，さら

に品種に区分すると，5 品種を製造している。したがって，社内では 5 品種に区分して管

理している。 

 織機は全部で約 50 台ある。織機は 5 種類あり，それぞれに，織ることができる品種と，

織ることができない品種がある。織機の約 1 割にはモニタリング装置がついており，過去

の製造履歴がわかるので，トラブルの原因究明に寄与している。 

 従業員は，工員が約 20 名，事務員は 2 名である。後継者と目される代表者の子息が，

工場長として勤務しており，工場の管理のみならず，経営管理までを行っている。 

 本事例は，工場長へのインタビューを中心にして，記述したものである。 

 

（３）ビジネスモデル 

 発注元からは，毎月，品種別に，受注する。発注数量の単位は，織布の長さである。 

製造は，24 時間 3 交代制で行う。供給された原糸を使用して，約 50 台の織機により織

布を製造し，乾燥・検査・梱包の工程を経て，発注元が指定する倉庫に納品する。 

不良品は，自社の検査工程で発見される。当社が不良品としなくても，発注元により不

良品とされる場合もある。不良は，当社に責任がある場合もあれば，発注元の供給する原

料が原因である場合もある。 

製品は，品質によりランク分けされ，ランクにより工賃が異なるので，良品である A ラ

ンクの製品割合を高めることを目標としている。 

 



 18

（４）当社にとっての管理会計 

 当社の収入は加工賃に限定される。原料である糸は支給されるが，それ以外の，副資材

などは当社が独自に購入する。 

当社の獲得する，キャッシュ・フロー額は， 

「加工賃－原料代以外の経費」 

によって算出される。 

 加工賃を最大化し，原料代以外の経費を最小化することにより，キャッシュ・フローを

最大化できる。当社のビジネスは，賃加工のみであるから，在庫の負担はない。また，工

賃は，翌月末には現金で，振り込まれるので，運転資金の負担もほとんどない。月あたり

の獲得工賃に変動があるとしても，手元の資金で十分支払いに対応することができる。 

 当社の獲得する加工賃の制約条件となるのは，織機の台数である。加工賃を最大化する

ためには，織機を休みなく稼働させ，1 台ごとの織機が稼ぎ出す工賃を最大化すればよい。 

 ここで，問題になるのは，以下の 4 点である。 

①品種が 5 種類ある。織機も 5 種類ある。さらに，織機の種類によっては，製造できない

品種がある。 

②受注量，受注する品種の決定権は，当社にはない。 

③機械をフルに稼働させるだけの，受注量があるとは限らない。 

④発注元の要求により，想定外の品種変更が発生し，生産現場が混乱することがある。 

 

 そこで，当社では，ある品種をある織機で製造した場合に，1 日あたり何メートル製造 

できるかという数値を緻密に把握している。 

機械のスピード設定により，機械一台当たりの日産量は決まる。しかしながら，スピー

ドをできるだけ早くすればよいという，単純な問題ではない。そこでは，機械の設定への

熟練度や，経験がものをいう。織機と人を用意すれば，誰でも，一朝一夕に当社の製品を

作ることができるようになるわけではない。当社が長年にわたり市場で生き残っているの

は，このような技術力を獲得しているからである。 

機械のスピードを上げすぎると，不良品の発生が増加したり，消耗品の交換サイクルが

短期化してしまうことによるコスト増を招いたりする。そのようなマイナス面とのバラン

スをとりながら，速度を決定する。 

 そして，受注元とのコミュニケーションを密にし，半期ごとに，品種別の受注見込み数 

量を予測し生産計画を立案する。 

 この計画の善し悪しが，当社の獲得するキャッシュ・フロー額を大いに左右する。すな

わち，織機の台数と稼働時間という制約条件の中で，複数の品種の生産を，複数のタイプ

の織機により行い，1 日あたりの獲得工賃の合計額を最大化する計画をいかにして立案し

て，実行できるかが鍵になる。 

 当社では，この計画の立案を工場長が行っている。 

 計画の立案にあたって，留意しているのは以下の 3 点である。すなわち， 

a 織機と品種の相性を勘案する 

b なるべく同じ織機で同じ品種を作り続けることにより段取り替えの時間を減少させる 

c どのシフトでも同一のレベルで生産できるような人員配置を行う 
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 織機を配台する組み合わせを考えながら，最終的には生産計画として，図表 1-1 をまと

め上げる。 

 

図表 1-1 当社の生産管理フォーマット 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
機械の速度 織機1台当たりの日産量（ｍ） 織機の台数（台） 生織（ｍ） 仕上（ｍ） Total（ｍ） 工賃単価（円/ｍ） １日当たりの獲得工賃

タイプＡ ②×③ ⑤-1
タイプＢ ⑤-2

⑤ｰ3
⑤ｰ4

タイプＢ
タイプＣ

…
…

品種2 …
…

⑤欄の総合計
｛（⑤ｰ１）＋
（⑤ｰ２）＋（⑤ｰ
③）＋…｝

品種名 織機タイプ

…
…

⑤欄の総合計
｛（⑤ｰ１）＋
（⑤ｰ２）＋（⑤ｰ
③）＋…｝

品種1

 

（資料）当社内部資料を筆者が加工 

 

 以下，図表 1-1 について解説する。 

 ①により機械速度を決定すれば，②の機械 1 台当たりの日産量（m＝メートル）が決ま

る。これは，当社独自のノウハウである。③の欄には，品種ごとに配台した台数を記入す

る。 

 ④の生機（きばた）は，②×③で計算される理論上の織布の生産量（m）である。乾燥

工程により生機は減耗するので，⑤の仕上は，④の生機の数量に想定される減耗率を控除

した一定の掛け目（例えば減耗率が 5％なら，1－0.05＝0.95）を掛けて，出荷可能な製品

の数量を，算出する。 

 ①から，⑤までは，織機のタイプごとに算出する。そして，⑥にて，品種別に，出荷可

能な生産量（工賃を受け取ることのできる生産量ともいえる）を合計する。 

 工賃単価は，発注元との間で品種により決定される。したがって，⑥に⑦の工賃単価を

かけると，品種ごとの，1 日あたりに獲得できる工賃になる。 

 当社の生産計画においては，重要なポイントは 3 点ある。それぞれの数値は，当社の経

営成績を大きく左右する。3 点とはすなわち， 

a 機械速度と生産量の関係 

b 不良率 

c 工賃単価 

である。 

 一般的には，売上高を管理するというと，単純に，売上高＝数量×単価という機械的な

分解による管理にとどまりがちである。しかしながら，そのような形式的な管理は，有効

に機能しない。 

どんなにビジネスモデルがシンプルであっても，その構造を掘り下げて，自社にとって

の，数字の要所を的確に押さえた管理を行うことが有効である。 

当社の事例が示唆しているものは，数量をさらに掘り下げて，上記 a，b のような数字

で管理していることによって，真に管理会計を機能させ，経営成績を向上させることにつ

ながっているということである。 

 また，当社は，a，b の目標値を達成できるように，PDCA サイクルを回しながら，一方
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で，受注先とは c の交渉を行っている。 

 その際には，以下のような，費用構造も的確に押さえたうえで，経営を行っている。 

費用のうち最大のものは人件費である。人件費管理のポイントは，一人あたりの担当織

機台数を最大化することである。 

 そのためには，工員の技術に対する習得度が鍵となる。現状では，1 シフトあたり 2.5

～3 人で約 50 台の織機を稼働させている。 

 また，費用でポイントになるのは燃料代である。燃料として重油を使用しているため，

重油の相場により費用は変動する。 

 世間一般の例に漏れず，発注元は，毎期，工賃単価の引き下げを要求してくる。 

 この要求に対応するため，機械の速度実績や不良率等の自社の実力を数値で把握しつつ，

PDCA サイクルを回して，改善を行っていくことを継続している。 

 また，燃料代の価格変動を，特に上昇時には，工賃に転嫁する交渉を行い，同意を獲得

することが，不可欠になっている。 

 

（５）経営者にとっての数値と社員にとっての数値 

 現工場長が工場長に就任する以前には，一族でない（つまり経営陣ではない）人物が工

場長を務めていた。 

 その際には，工場長は，人件費の数値を知らされていないため，工場の安定稼働を優先

し，保守的に人員を見積もっていた。また，副資材や消耗品の使用量等に対する管理も，

現在に比べて甘かった，という。 

 この事例の示唆するところは，前工場長の資質の問題ではなく，立場が異なれば，何を

最適と考えるかという価値基準が異なるということであろう。すなわち，前工場長は，納

期や生産量や品質といった工場でのアウトプットを，自分が考える基準で最適化しようと

最大限に努力していたのであって，会社のキャッシュ・フローの最大化までは考える立場

になかったということである。 

 社員にも，数字を開示し，社員の日常業務において体感できるレベルで，キャッシュ・

フローの重要性への理解を求めていく努力が，今後は求められる。 

 具体的には，機械 1 台当たり・1 時間当たりの獲得工賃，副資材や消耗品の機械 1 台当

たり 1 ヶ月使用金額，不良率などの指標を用いて，経営陣と社員が目標を共有化し，実行

していくような経営を行うことが今後の課題である。 
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第 2 章 Ｂ社 

（１）本事例の特徴 

 本事例は，賃加工と自社製品製造の両事業を行っている繊維製造業者 B 社（以下当社と

いう）の事例である。第１章では，賃加工のみを行っている，事業が単一である企業の事

例であったが，本章では，事業が複数ある企業の事例を紹介する。 

 当社では，混沌としていた企業の実態を，数字によって明らかにすることにより，経営

の改善に大いに寄与した。ビジネスモデルを数字で紐解き，会社の実態を数字で見えるよ

うにすることには大きな意義がある。しかし，実際の現場では，どうしたらよいか戸惑う

ことが多いであろう。そのような局面で，大いに参考になる事例である。 

当社の事業は，大きく区分すると，3 事業に区分されるが，事業ごとの収益状況が全く

わからない状態にあった。このため，経営コンサルタントの支援の下で，限られたデータ

の中から，地道ながらも迅速な作業により，事業別の収益の実態や，当社が構築すべき管

理会計の仕組みを明らかにすることができた。その結果，取り組むべき課題が明確になり，

現在では，分析結果を活用して，キャッシュ・フロー獲得額の増大に取り組んでいる。さ

らに，もう一歩進んだキャッシュ・フロー獲得に向けての企業変革構想も練り始めたとこ

ろである。 

 幸いにも，本事例企業の代表者からは，他の事例よりも詳細なデータの開示を受け，掲

載の許可もいただけた。加えて，支援を行った経営コンサルタントにも同時にインタビュ

ーを行うことができた。 

 そこで，本ケースでは，企業の実態を，事業別のキャッシュ・フローを中心にして数字

で紐解いていった実際のプロセスを，極力忠実に，丁寧に紹介する。他の企業に，当社の，

紐解き方をそのままあてはめることはできないかもしれない。しかし，応用して活用すれ

ば，大いに参考になるケースである。読者には，プロセスの 1 段階ごとに，実際に手を動

かして確認してみることをおすすめしたい。 

 上記の作業において，より一層，具体的なイメージを，つかんでいただき易くするため

に，会社の歴史やビジネスモデルについてもひととおり紹介したうえで，管理会計による

実態把握のプロセスを紹介する。 

 さらには，今後の当社の課題についても言及する。 

 

（２）企業の沿革と事業の変遷 

当社は，先代の社長が昭和 35 年に個人創業した織布業者である。 

昭和 45 年に損害保険代理店業および小口金融を目的として資本金 4 百万円にて設立さ

れた。その後，昭和 47 年に織物･原糸の商取引および加工業務，損害保険代理業，飲食業

に営業目的の変更を行い，現本店所在地にサイジング工場を建築し，サイジング事業を開

始した。   

現在の社名になったのは昭和 48 年のことである。また，同じく昭和 48 年に仮撚（かり

より）工場を建設し糸の加工を開始した。仮撚とは，ポリエステルの長繊維に撚をかけ，

熱セットし，反対方向の撚をかけて，糸をカサ高にする（捲縮させる）ことをいう。 

昭和 60 年にはウォータージェットルーム機を導入し，ポンジーを生産するようになっ
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た。ウォータージェットルームとは，水の力で横糸を飛ばし織り込んでいく織機である。

ポンジーとは平織りにより，最も低コストで作ることが可能な布地であり，旗地・裏地・

風呂敷等がその用途である。 

また，昭和 60 年には，先代社長の長男である現社長が入社した。 

この当時のビジネスモデルは，複数の大手商社から材料の支給を受けての賃加工業務が

100％であり，収入は加工賃が 100％であった。賃加工業務を行っていたが，出目糸（で

めいと＝支給された糸であまったもののこと）によって作った製品を，地元の商社に販売

したのが賃加工以外の自社製造販売の始まりである。織布製造業者にとっては，出目糸に

よって製造した製品の独自販売は貴重な収益源となっていた。 

その後，自社製造も開始した。原糸は，台湾製の原糸を商社経由で購入するか，直接輸

入するかの 2 通りで輸入していた。原糸から織布まで一貫生産できたので付加価値が高か

った。 

しかしながら，昭和 63年ごろから一貫生産における仮撚工程でトラブルが表面化した。

機械の回転数が上昇すると当社製の糸では使えなくなるというトラブルである。対策を重

ねたがコスト面での問題もあり，平成 16 年には仮撚から完全に撤退した。 

現在の主力仕入先である，X 社から糸を直接購入するようになったのは今から約 10 年

前である。 

販売先については，当初は中近東向けの輸出物を国内商社に販売していたが，1990 年に

湾岸戦争が勃発したため，一時的につまずいた。さらに，円高の進行により輸出物は採算

が合わなくなっていった。 

そこで 1990 年代後半には内地物にシフトし，Ｐ社との直接取引が始まった。この当時

は，まだ原糸からの一貫生産を行っていた。その理由は，世間ではインターレースと呼ば

れる糸が主流だったが，当社の糸の方が品質面で優位性があったからである。インターレ

ースはサイジング（布地を織り易くするために，経糸（たていと）に糊を付けること）を

しなくても織れる糸であるが，当社の糸はサイジングをしていたため品質が高かったので

ある。 

平成 12 年には，創業者が死去し，現在も代表取締役を務める長男の Y 氏が代表取締役

に就任した。Ｐ社との取引は拡大を続け，生産数量の約 50％を占めるに至った。平成 17

年 9 月期にＰ社は破綻し，その結果，当社は不良債権を抱えることになるとともに，最大

の取引先を失うこととなったため，経営危機に陥った。しかしながら，営業努力により，

Ｑ社やＲ社との取引に成功したため，危機を脱することができ，今日に至っている。 

 

（３）現在のビジネスモデル 

当社のビジネスモデルは，糸を仕入れて生地を生産し，販売することである(図表 2-1)。

以前は，原糸から糸を製造する工程も自社でこなし，サイジングも行い，一貫生産するこ

とにより付加価値を高めていた。しかし，現在は糸を大手メーカーから購入し，サイジン

グも行っていない。 

過去に蓄積した技術力を背景に，さらに技術力を向上させることにより顧客のニーズに 

応えながら，多品種を機動的に織りこなすことを強みとしたビジネスモデルである。 

受注については，賃加工(いわゆる賃加工ビジネス)と自社製品を直接製造・販売する 2



 23

パターンがある。賃加工はリスクが小さいが付加価値が少なく，自社製品を直接製造・販

売する場合には付加価値は賃加工より高い。一方で，在庫リスクが発生し，販売先に対す

る与信リスクも大きくなる。近年は，自社製品の製造･販売を強化している。 

当社製品が最終的に利用されるのは，宣伝用のノボリ旗等の旗地・衣料の裏地・風呂敷

であり，ニッチなマーケットに位置する。販売先の業界はプリント業界･繊維卸業界の 2

業界に大別される。前者の業界に属する企業の多くは，さほど体力があるとはいえず，後

者の企業は構造不況業種に属するといえる。したがって，販売先に対する与信管理には留

意が必要なビジネスである。 

当社の事業を大きく区分すると，2 事業により構成されている。 

第一の事業は，自社製品の製造･販売事業である。自社で糸を仕入れ，ポンジーやトロピ

カルを製造し複数の中堅・中小企業に販売している。生機（きばた＝染色加工前の織った

だけの生地）とさらし（加工反ともいう）の両者を製造・販売している。 

ポンジーとは平織り（縦糸と横糸を一本ずつ交差させて織る織り方）で，最も低コストで

作ることが可能な布地であり，その用途は，旗地・裏地・風呂敷等である。トロピカルの用途

はポンジーと同じで，旗地向きの素材である。ポンジーよりも光沢があり，肉厚でしっか

りしている。 さらしとは，加工反の一種である。不純物を取り除いて生地を熱でセットし

てプリントできるようにしている。わかりやすくいえば，白に染めたものである。さらし

には，生ざらしと蛍光ざらしがあるが，当社は蛍光ざらしを製造している。 

自社製品を製造するためには，糸を大手メーカー等から仕入れる必要がある。糸は相場

物であるため，価格の動向を見ながら，戦略的に大量に仕入れて，在庫として保有してお

くケースもある。 

製品については，顧客からの引き合いに，迅速に対応できるよう在庫を保有する必要が

ある。 

第二の事業は，賃加工事業である。委託元は，商社および地元中小企業数社である。オ

ーガンジー（＝綿やポリエステルでできた，薄地で透けているしゃり感のある平織りの生

地。ウェディングドレス等に使用される）やポリエステルタフタ（タフタ＝横方向に畝が

見られる平織りによる薄地で張りがある織物。裏地等に使用される）やナイロンタフタや

ジョーゼット（経糸と緯糸に強撚の糸撚りをかけたものを使用し織った織物。シースルー

を代表する織物であり，用途はスカーフ，ブラウス，ドレス等）を賃加工している。なお，

オーガンジーの用途はブライダルが中心である。 
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図表 2-1 当社のビジネスモデル 

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）当社からのヒアリングに基づき筆者作成 

 

（４）業務プロセス 

① 営業･受注 

営業は社長のみが行い，受注は社長の営業力に負っている。東京や大阪の取引先に，

年に各 9 回程度，社長自らが出張訪問し，機動的に営業を行っている。社長へのイン

タビューによれば，「取引先に顔を出す頻度が減少すると受注は減少する」とのことで

あり，昔ながらのフェイス・トゥ・フェイスな営業が不可欠な業界である。 

 

② 仕入 

糸は主に大手メーカーX 社から仕入れている。糸は相場物であるため，仕入れの巧

拙が業績を左右する。仕入のタイミングや数量は社長が決定する。 

 

③ 製造 

当社内部の製造工程は以下の 6 工程である。製造は 17 名(うち中国人研修生･実習生

6 名)で行っている。当社で一貫生産はできないので，製造工程全体では外注に負う部

分もある。 

工場の織布部門は工場長が責任者である。 

生産については，社長の指図の下で，担当者が段取りを行う。この担当者は生産管

理担当者としての役割を果たしているが，出荷や総務の仕事も兼務している。 

第１工程 サイジングワーパー（＝糊付けをしないサイジングというイメージの工程）

国内

東レ㈱

海外
中国・思翔
(研究中）

購買
（糸）

　　ポンジー

 　トロピカル

製造

委託加工

オーガンジー

ナイロンタフタ

ポリエステルタフ
タ

ジョーゼット

生機

さらし

さらし

㈱三景

㈱ニシヤマ

㈱原田幸商会

カケイテキスタイル

サプティー㈱

㈲野瀬

大英産業㈱

㈱能任七

㈲オリセン

藤井㈱

販売先 

販売先 

販売先 

販売先 

販売先 

販売先 

仕入先 

仕入先 

販売先 

販売先 

販売先 

販売先 
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（担当者 1 名）ビーム（鉄やアルミニウムでできた糸を巻くための機材）に経糸を 

整えて巻く作業。 

ポンジーとトロピカルはこの工程を通る。一方，タフタ，オーガンジー，ジョーゼ

ットは経糸をビームに巻いた状態で仕入れるので，サイジングワーパー工程での付加

価値を得ることはできない。 

 

第２工程 ビーミング 

第１工程でビームに巻いた糸を，織布用のビームに巻き直す作業。  

 

第３工程 ひきこみ 

   全てが通るとは限らない工程。通るのは 3 分の 1 程度。ひき通しともいう。糸を通

す作業。（1 人） 

   

第４工程 製織（織布） （6 名＋中国人研修生・実習生 6 名） 

織機は 118 台あり，全てウォータージェットルームである。内訳は図表 2－2 のと

おり。 

 

              図表 2-2 当社の保有する織機 

巾 台数 

140cm 巾 66 台 

150cm 巾 24 台 

170cm 巾 28 台 

              （資料）当社からのヒアリングに基づき筆者作成 

 

第５工程 乾燥・検査 

   ポンジー，タフタ，トロピカル，ジョーゼットは乾燥と検査を同時に行う（2 名） 

  オーガンジーだけは機上で乾燥済みなので検査のみを行う（1 名） 

 

第６工程 出荷 

当社は以下の 3 工程を外注に負っている。その分の付加価値を逸失しているともい

える。 

a)整経の一部（経糸を巻いてもらう）と生地織りの一部（月５０～６０万円）を外注 

b)サラシ加工を染色業者に外注。近年ポンジーの生産は生機からサラシにシフトして 

いるが，サラシの場合はサラシ加工が必要になり当社ではできないため外注を利用し

ている。 

c)カット作業を外注（月 20～30 万円）。 

 

糸から製品になるまでには最低２ヶ月，平均３ヶ月近くかかる。生機はサラシ加工

の工程がないためその分生産期間は短い。 
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織布部門は 1 日３交代制のシフトを敷いていて，24 時間操業している。 

生産のキャパシティは以下のとおりである。 

   以前は，ポンジー，トロピカル，オーガンジーで 1 ヶ月に 2 万疋程度だったが，今

は 1 万 5 千疋程度である（１疋とは一巻きのことで，50 メートルだが 50 ヤードの場

合もある）。 

織機 1 台当たりの生産能力は，トロピカルでは 1 ヶ月 160 疋，タフタでは 1 ヶ月

110～140 疋，オーガンジーでは 1 ヶ月 100 疋程度である。 

品質については，一般的な繊維事業者は A 反，C 反の区分を取るが，当社では中近

東に輸出可能な C 反を B 反として区分し販売している。 

 

④ 経理，総務，管理業務 

社長，生産管理担当者を含め 4 名で行っている。 

・経理業務の担当者は，受注業務も兼務している。 

・人事管理・在庫管理は社長が行っている。 

・サラシ加工の場合は，顧客が必要な都度購入するので在庫販売を原則としているた

め，当社の在庫負担は生機より重い。 

・サラシの出荷は運賃削減のため，外注先から直接行っている。外注先のサラシ加工

ミス分は申告があり，当社の責任によるものは当社に戻ってくることにより，数量

管理を行っている。 

 

⑤ 配送 

トラック運転手が 1 名いる(社内外注的な位置づけ)。 

 

（５）経営課題と管理会計～企業実態の把握 

① 企業実態把握のための管理会計 

   当社は，先代が経営する時代に，とある原因により，多額の不良債権が発生した。

そのため，金融機関からの過大な借入金を抱えている。債権者も納得するようなキャ

ッシュ・フロー額を，毎年獲得できるようにすることが喫緊の過大となっており，中

小企業診断士である経営コンサルタント（以下 A 氏という）の支援を受けることにな

った。 

   キャッシュ・フローの獲得策を講じるにあたっては，まず現状のビジネスモデルで

どのように，キャッシュ・フローを獲得しているか・逸失しているかを明確にする必

要がある。現状がわからずに，抜本的な改革や改善は行えない。 

 そこで，支援に先立ち，A 氏は，管理会計データの提出を求めたが，当社には，提

出可能なデータはほとんど存在しなかった。以下，当社社長と A 氏からヒアリングし

た内容をベースに，解説する。 

    

② 収益力向上のために目指すべき方向性 

   「財務デューデリジェンス，事業デューデリジェンスを実施した結果、当社は，大

幅な債務超過で，借入過多であった。しかし，本業での営業キャッシュ・フローはプ



 27

ラスであり，社長の営業力と長年蓄積してきた技術力により，ニッチなマーケットで

十分戦えるだけの力を有している。過剰債務の問題にさえ目処がつけば当社は十分に

存続していけるだろう」という仮説を A 氏は持った。 

当社は 1 日 24 時間を 3 交代制で，織機約 118 台をフル稼働させている。これが，

当社の生産キャパシティである。キャッシュ・フローを極大化するためには，製品は

すべて販売できるという前提の元で，儲かる商品から順に生産キャパシティを埋めて

いけばよい。ここで，留意しなければいけないのは，キャッシュ・フローを短期的に

極大化するのではなく，中長期的な自社の存続を考えた生産を行うことである。 

 

③ 事業別損益の算出 

   まず必要なのは，どの製品をいくらで製造できるか紐解くことである。その結果，

事業別の損益状況を明らかにすることができる。現状がわかれば，どこが悪いのかが

明らかになるので，改善策の立案に資する。 

しかしながら，当社は自社製品の製造と，賃加工が混在しているため，製品ごとの

原価8を単純に算出することはできない。この点が実態把握を行う上での，最大のネッ

クであるが，丹念に，順を追って，作業することによって解決できる。以下ではその

手法を紹介する。 

  

（ａ）事業の区分 

     そこで，まず，当社の事業を 3 区分し，部門別の損益を紐解くことから開始した。

事業は，賃加工と，自社製品製造の 2 事業に大きく区分され，自社製品製造はさら

に，生機とさらし加工に区分できるので，賃加工・生機・さらし加工の 3 事業に区

分した。 

 

（ｂ）財務会計の限界 

当社の損益計算書においては，売上高は，賃加工部分と，自社製品製造の 2 項目

に区分されている。ここで，問題になるのは，賃加工事業においては，工賃部分の

みが売上高に計上され，売上原価には何も計上されないということである。その結

果，自社製品製造と，同じ基準で比較することはできない。 

    また，そもそも，損益計算書では，部門別損益を見ることはできない。当社の場

合でいえば，自社製品製造における生機とさらし加工の売上高は区分されていない

し，さらに費用項目は，全く事業ごとには区分されていない。このように決算書に

おいては，①全く収益構造が異なる事業が混在していても，その合計値しか示され

ない，②事業別の損益を分解してみることはできない，といった問題がある。 

この点が，財務会計の限界であり，まさに管理会計が経営に不可欠である所以で

ある。 

    

                                                  
8 ここで言う原価とは，損益計算書における製造原価を指すものではない。在庫の増減を加味せず，「実

際にいくらで製品を製造できるか」という意味で，原価という用語を用いている。 
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（ｃ）管理会計による事業別損益の作成 

＜基本的な考え方＞ 

    賃加工と自社製造を同じレベルで比較するためには，部門別損益計算書を作成す

るにあたり，賃加工も自社製造と同様に材料を自ら仕入れて製造しているという仮

定の下で数値を算出する必要がある。 

しかし，3 事業に売上高を区分するにあたって，製品別や取引先別の売上データ

は存在しなかった。当社に存在したデータは，品種別工賃と品種別生産数量（実績

値）である。そこで，これらのデータを活用して，部門別の売上高を推計するとい

う手法をとった。 

品種別の工賃とは，賃加工ビジネスとしてその製品を製造した場合の工賃であり，

社長が，品種ごとに設定している。工賃は，材料費，労務費，間接経費をカバーし，

ある程度の利益を上乗せできる価格に決定している。また，材料や時間のロスもあ

る程度見込んだ上で設定している。品種別工賃は，標準原価に利益を上乗せしたも

のであり，実際原価は標準原価9とは異なっている懸念がある。例えば，何らかのト

ラブルにより織機が停止したり，原材料である糸がすぐ切れる等の不具合が発生し

たりした場合には，実際にかかる原価が想定した原価を上回ってしまう。これらの

問題点については後に詳述する。 

一方，正確なデータを取得するために，新たにデータを取得する仕組みを構築し，

収集しても，1 期分のデータを取得するためには，最低でも 1 年間かかってしまう。 

企業の実態を紐解くにあたっては，ある程度の割り切りも必要である。特に，早

期に経営改善を図らなければならない等，時間に制約がある場合には今あるデータ

を活用して，判断材料を作成していくことも，経営者や支援者には求められる。 

データが完璧であるのに越したことはないが，判断材料として利用できるのであ

れば，多少の粗さはあっても良い。 

 

＜実際に行った作業内容＞ 

ステップ１：3 事業ごとの工賃（金額ベース）を算出 

    3 事業すべてが賃加工であると仮定して， 

「品種別工賃×品種別生産実績」 

により各品種の工賃を算出し，3 事業に振り分けた。この結果事業別工賃が算出さ

れた（図表 2-3）。 

  

図表 2-3 3 事業がすべて賃加工であると仮定した場合の工賃（金額ベース） 

1期 2期 3期
生機 35,856,060 35,071,820 36,103,570
さらし加工 108,849,490 30,582,980 32,382,910

3,992,800 36,878,600 39,901,222
148,698,350 102,533,400 108,387,702

自社製品製造

賃加工
合計  

   （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

                                                  
9 目標とするべき原価，すなわち「あるべき原価」のこと。 
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ステップ 2：3 事業ごとの工賃（比率ベース）を算出 

    全体に占める，3 事業ごとの比率を算出した（図表 2-4）。この比率は，工場の稼

働に占める，3 事業それぞれの割合ということができる。 

 

図表 2-4 3 事業がすべて賃加工であると仮定した場合の工賃（比率ベース） 

1期 2期 3期
生機 24.1% 34.2% 33.3%
さらし加工 73.2% 29.8% 29.9%

2.7% 36.0% 36.8%
100.0% 100.0% 100.0%

自社製品製造

賃加工
合計  

   （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

ステップ 3：自社製造事業における生機事業の売上高とさらし加工事業の売上高 

    次に，自社製造事業における，2 事業，すなわち，生機とさらし加工それぞれの

売上高を算定する。売上高の算定にあたっては，まず，自社製造全体に占める生機

と加工おのおのの割合を算出する（図表 2-5）。 

 

   図表 2-5 自社製造全体に占める生機と加工の割合 

1期 2期 3期
生機 24.8% 53.4% 52.7%
さらし加工 75.2% 46.6% 47.3%

100.0% 100.0% 100.0%合計

自社製品製造

 

   （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

P.22～24 の（４）業務プロセスにて，すでに解説したとおり，さらし加工事業の

加工部分は 100％外注を活用している等，当社は一部の工程で外注を活用している。

すなわち，外注先が生み出した価値も売上高に含まれていることに留意する必要が

ある。 

    そこで，外注加工費は，そのままの金額が加算されて売上高が算出されるという

仮定（つまり，当社は，外注先に発注する際，利益を上乗せしないという仮定）を

おく。外注加工費合計 73,481,283 円を，伝票の精査により事業別に分解した結果，

生機とさらし加工の外注加工費はそれぞれ，図表 2-6 の通りに分解できた。 

       

図表 2-6 3 事業別の外注加工費 

1期 2期 3期
生機 191,377 317,245 2,786,564
さらし加工 64,926,945 74,316,081 70,694,719
自社製造合計 65,118,322 74,633,326 73,481,283
賃加工 21,311 333,589 3,079,676
合計 65,139,634 74,966,915 76,560,959

外注費

 
（資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 
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したがって，第 3 期であれば，生機売上高は外注加工に出す前の売上高に 52．7％

（図表 2-5）を乗じて，外注費 2,786,564 円を加えたものであり，さらし加工売上

高は外注加工に算出する前の売上高に 47．3％を乗じて,外注費 70,694,719 円を加

えたものである。 

    いま，外注加工費を加える前の生機とさらし加工 2 事業合計の売上高を x とおく

と， 

生機売上高（0.527x＋2,786,564）＋さらし加工売上高（0.473ｘ＋70,694,719） 

＝決算書上の自社製品製造売上高 372,806,902 

これを解いて ｘ＝299,325,619 

よって生機売上高＝299,325,619×0.527＋2,786,549＝160,531,165 

   加工売上高＝299,325,619×0.473＋70,694,719＝212,275,736 

 

同様に計算すると,3 期分の数値は下表（図表 2-7）のとおりである。 

 

   図表 2-7 賃加工 2事業の売上高分解（決算書ベース） 

1期 2期 3期
生機 61,963,144 157,261,253 160,531,165
さらし加工 252,234,885 211,274,709 212,275,736

314,198,030 368,535,963 372,806,902

自社製品製造

合計  

 （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

ステップ 4：製造原価の 3 事業への配賦 

    次に，製造原価を 3 事業に配賦する。決算書における原料費は，自社製品製造の

みに発生する費用である。したがって，原料費は図表 2－5 に示される割合で生機

とさらし加工事業に分ければよい。 

次に,人件費と経費の 2 項目は，3 事業に関わるものであるから,ステップ 2 にて算

出した比率で案分すればよい。外注費についてはステップ 3 で説明したとおりに分

解した。 

これらの結果をまとめたものが図表 2-8 である。 
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図表 2-8 ３事業別製造原価 

原価の配賦 配賦方法 配賦先 1期 2期 3期
生機 42,918,722 82,848,277 97,509,417
さらし加工 130,289,857 72,244,532 87,460,567
自社製造合計 173,208,579 155,092,809 184,969,984
賃加工 0 0
合計 173,208,579 155,092,809 184,969,984
生機 12,221,284 17,295,841 17,707,663
さらし加工 37,100,579 15,082,147 15,882,797
自社製造合計 49,321,863 32,377,988 33,590,460
賃加工 1,360,918 18,186,864 19,570,292
合計 50,682,781 50,564,852 53,160,751
生機 191,377 317,245 2,786,564
さらし加工 64,926,945 74,316,081 70,694,719
自社製造合計 65,118,322 74,633,326 73,481,283
賃加工 21,311 333,589 3,079,676
合計 65,139,634 74,966,915 76,560,959
生機 15,343,068 20,494,164 15,681,511
さらし加工 46,577,485 17,871,117 14,065,450
自社製造合計 61,920,553 38,365,281 29,746,961
賃加工 1,708,548 21,549,953 17,331,014
合計 63,629,101 59,915,234 47,077,975
生機 70,674,451 120,955,528 133,685,156
さらし加工 278,894,867 179,513,877 188,103,532
自社製造合計 349,569,318 300,469,405 321,788,688
賃加工 3,090,777 40,070,405 39,980,981
合計 352,660,095 340,539,810 361,769,669

合計

自社製造のみ

全事業

特定の1社は
全社,その他は
さらし加工

全事業

原料

人件費

外注費

経費

 

（資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

ステップ５：売上値引戻り高の算出 

    決算書においては,売上値引戻り高が合算で表示されているので，3 事業に区分す

る必要がある。社内で，データ管理はされていなかったため，伝票を精査し賃加工

分の売上値引戻り高を算定した。合計額から賃加工分の金額を引いた残額を，図表

2-5 の比率で生機とさらし加工に案分した。その結果は，図表 2-9 のとおりである。 

 

図表 2-9 3 事業別売上値引戻り高 

1期 2期 3期
生機 ▲523,871 ▲1,394,003 ▲1,313,338

さらし加工 ▲1,590,335 ▲1,215,585 ▲1,177,991
賃加工 ▲982,776 ▲4,940,413 ▲1,550,334
合計 ▲3,096,982 ▲7,550,001 ▲4,041,663  

    （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

ステップ６：賃加工事業のみなし売上高とみなし製造原価の算定 

    賃加工事業を自社製造事業と見なした場合の売上高（以下みなし売上高という）

は，決算書上の織物加工売上高＋賃加工事業の売上値引戻り高（ステップ 5 にて算

定）＋製造原価（ステップ 4 で計算された原料費＋人件費＋外注費＋経費）がベー
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スとなるが，この中で原料費を見直す必要がある。 

    事業別損益計算書の作成においては，賃加工事業損益も自社製品と比較可能とな

るように，作成しようとしているのであるから，賃加工事業における原料費は，自

社製造であったと仮定した場合の原材料費（以下，みなし原料費という）を計上す

る必要がある。 

    賃加工事業においてはさらし加工はせず,生機のまま出荷するので,生機事業にお

ける原材料比率（図表 2-10）を適用する。 

 

図表 2-10 賃加工事業の原料費率 

1期 2期 3期
①生機売上高 61,909,929 157,315,673 160,580,094
②原料費 42,918,722 82,848,277 97,509,417
③＝②/①(％） 69.3% 52.7% 60.7%  

    （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

こうして，賃加工の原料費を算出した結果，賃加工事業のみなし売上高とみなし

製造原価は図表 2-11 のとおりとなった。 

 

   図表 2-11 賃加工事業の売上高と製造原価 

1期 2期 3期
売上高 17,396,696 38,239,489 43,517,768

売上値引 ▲982,776 ▲4,940,413 ▲1,550,334
値引後売上高 16,413,920 33,299,076 41,967,434

原料費 37,094,243 37,046,698 64,883,084

人件費 1,360,918 18,186,864 19,570,292

外注費 21,311 333,589 3,079,676

経費 1,708,548 21,549,953 17,331,014

合計(＝みなし売上高） 53,508,163 70,345,774 106,850,518

み
な
し
製
造
原
価

 

   （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

ステップ７．事業別売上高 

    以上のプロセスから，3 事業をすべて自社製造で行っていると仮定した場合の，

各部門の売上高（売上値引戻り高控除後）を示すことができる（図表 2-12）。 

図表 2-12 事業別売上高 

1期 2期 3期
生機 61,439,273 155,867,250 159,217,827
さらし加工 250,644,550 210,059,124 211,097,745
自社製造合計 312,083,823 365,926,374 370,315,572
賃加工 53,508,163 70,345,774 106,850,518
合計 365,591,986 436,272,148 477,166,090  

       （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 
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ステップ８．工場内での事業別実質売上高（外注費控除後売上高） 

    図表 2-12 をベースに，図表 2-6 に示されている事業別の外注費を控除すると，工

場内での実質的な事業別売上を算定することができる。その結果は図表 2-13（金額

ベース），図表 2-14（比率ベース）のとおりである。 

     

      図表 2-13 3 事業別外注加工費を除いた工場内の実質売上高（金額ベース） 

1期 2期 3期
生機 61,247,896 155,550,005 156,431,263
さらし加工 185,717,605 135,743,043 140,403,026
自社製造合計 246,965,501 291,293,048 296,834,289
賃加工 53,486,852 70,012,185 103,770,842
合計 300,452,352 361,305,233 400,605,131  

（資料）当社内部資料を筆者が加工して作成  

 

      図表 2-14 3 事業別外注加工費を除いた工場内の実質売上高（比率ベース） 

1期 2期 3期
生機 20.4% 43.1% 39.0%
さらし加工 61.8% 37.6% 35.0%
自社製造合計 82.2% 80.6% 74.1%
賃加工 17.8% 19.4% 25.9%
合計 100.0% 100.0% 100.0%  

      （資料）当社内部資料を筆者が加工して作成 

 

＜事業別損益計算書の作成＞ 

    以上を踏まえて，事業別損益計算書を作成する。作成にあたっては，販売費及び

一般管理費を，3 事業に配賦する必要がある。役員報酬・その他の人件費・交際費・

広告宣伝費は，賃加工事業での発生はほとんどないと考えられることから，生機事

業とさらし加工事業，に売上高比率を基にして配分した。諸会費はその貢献度に応

じて配分した。具体的には，賃加工には売上高比率に 50％を乗じた数値を計上し，

残額を生機事業とさらし加工事業に売上高比率を基に配分した。 

   その他の費用については，売上高比率を基に配分した。 

    その結果は，図表 2-15 である（なお，販売費及び一般管理費の費目別内訳は開示

の許可を得られなかったため，人件費とその他の経費に区分して表示している）。 

    ここで，一点，注意を要する点がある。それは減価償却費についてである。当社

では，毎期の減価償却額については，満額実施していたわけではない。本事例にお

いては，本来の，各期における減価償却必要額と減価償却不足額についてはデータ

を入手することができなかった。 

もしデータを入手することができるなら，減価償却を満額実施したと仮定して，

損益計算書を修正した上で，分析を行った方が，期間比較を行いやすいという点で

メリットがある。 
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＜事業別損益計算書からキャッシュ・フローを算出する＞ 

営業損益に減価償却費を加算すると，簡易的にキャッシュ・フローを算出するこ

とができる(図表 2-15 の利払い前キャッシュ・フロー)。ただし，営業損益を算出す

る際には在庫の増減を勘案しているので，在庫の増減を勘案しない状態で，キャッ

シュ・フローを算出するのがよい。その結果は，同じく，図表 2-15 の「利払い前償

却前キャッシュ・フロー」で示されている。 

    在庫の増減については，別途，その問題点を考察した方が，企業の実態を把握で

きる。つまり，単純に，いくらで作って，いくらで売れ，いくらキャッシュが増減

したかという数値と，在庫の増減により，いくらキャッシュが増減したかという問

題を分けて考えるのである。在庫が増加したからといって，一概に悪いとはいえず，

翌期の早い時期に大量に出荷が見込まれる製品在庫が増加しているという，企業に

とっては好ましい理由によるのかもしれない。同様に，在庫が減少しているからと

いって，良いことであるとは限らない。 

    なお，本来は，多くの企業では，金融機関からの借入金なしでは，経営は成り立

たないのであるから，金利を支払ったあとの利益である，経常利益をベースにして

キャッシュ・フローを算出すると良い。本事例では，支払利息部分について開示を

受けることができなかったので，営業利益をベースに計算している。 

  

   ＜事業別損益およびキャッシュ・フローの評価＞ 

    事業別損益を見ると，賃加工事業については，赤字幅は縮小しているものの，営

業利益ベースで赤字であることが判明した。 

    キャッシュ・フローベースでは黒字化しているが，減価償却後の営業利益も併せ

て黒字にする必要がある。その理由は，減価償却後赤字になるということは，減価

償却費に見合うキャッシュ・フローを獲得できていないということであり，設備投

資を借入金にて調達した場合には，返済原資が不足することになる。赤字が続けば，

債務超過に転落しかねないし，新たな借入れもままならなくなる。 

    キャッシュ・フローは黒字になればいいということではなく，必要額を獲得でき

なければならない。 

賃加工事業は赤字であるという結果を単純に捉えれば，受注を確保できるのであ

れば，自社製品の製造に特化すれば，収益力は向上すると考えられる。 

    しかし，当社の技術力の蓄積は，賃加工によってなされており，それを活用して

自社製品を開発しているということもあり，賃加工事業を廃業するわけにはいかな

いということが判明した。 

    また，織布製造業においては，歴史的に見て，受注の波が大きい。工場の安定稼

働を維持するという観点からしても，賃加工事業を維持する必要がある。 

    以上を踏まえて，当社では，賃加工事業の収支改善を目標にすることにした。工

賃については，取引先に事業別損益分析の結果を見せ，改善の交渉を行った。この

ように，値決めは経営の重要な根幹である。 

一方で，工賃の低さだけが赤字の要因ではなかった。すなわち，不良品の発生に

よる利益の逸失があることがわかった。ところが，当社は不良品の数量金額等のデ
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ータを一切とっていなかったため，いつ，どの製品でどれだけの利益を逸失してい

るか把握することはできないという問題が明らかになった。 

また，事業別の損益およびキャッシュ・フローを見ると，当社においては原料費

の高低により，収益やキャッシュ・フローに大きな影響があることがわかった。例

えば，加工 2 事業において，売上が増加しているにもかかわらず，2 期から 3 期に

かけて利益が減少している原因は原料費の増加にある。原料費のうち，最大のもの

は糸であり，相場商品である糸の仕入れの巧拙が，経営を左右することが数字上で

も明らかになった。 

 

（６）今後の管理会計における課題 

① 不良品や機械の停止に関するデータの取得 

26 ページにおいて，品種別工賃（賃加工ビジネスとしてその製品を製造した場合

の工賃であり，社長が品種ごとに，設定している）について説明した。品種別工賃

を設定する際には，一定のロス率を織り込んでいるが，当社では，ロス率について

管理していなかったので，ロス率の見込み値が正しいかどうかはわからないという

大きな問題点があった。 

今後は，不良品の発生量や，機械が止まった時間のデータを取得・蓄積し，分析

の上，品種別工賃を正しく設計できるようにする必要がある。より重要なのは，不

良品の発生や機械の停止を撲滅することである。 

これらのデータを，取得するには，織機をコンピュータ管理できるような，モニ

タリングシステムを導入すると良い。中小企業でも，同業で，収益力が高いと言わ

れている企業には，このシステムが導入されている。 

良いシステムを導入したからといって，収益力が向上するとは限らないが，この

ように，不良率の把握と撲滅という，明確な問題意識と目的を持って，システムを

導入すれば，収益力の向上に寄与する。 

モニタリングシステムを導入している収益力の高い同業者も，モニタリングシス

テムを導入しているから収益力が高いのではなくて，収益力を向上するための方策

を考え抜いて，実践している結果としてシステムが導入されていると考えられる。 

システムを導入する資金が捻出できないとしたら，手作業でどのようにデータを

蓄積し，活用していくかという方策を考え，実行に移す必要がある。 

 

② 最重要指標 

    当社の生産能力は一定で，24 時間稼働させているのだから，織機の停止時間をで

きるだけ少なくして，時間あたり工賃を高めるような，運営が求められる。 

    今までは，社長以外の従業員は，数字に無関心であったが，1 台あたりかつ時間

あたりの採算管理を従業員にも開示することにより，従業員の，不良品発生や機械

停止の撲滅に対する意識も向上する。 

    具体的には，この製品を作っているときには 1 時間当たり 1 台の織機がいくら稼

げばいいかという目標を明確化し，その結果をフォローし，改善につなげるという

PDCA サイクルをまわすようにしていけば，現場は活性化し，キャッシュ・フロー
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獲得額の増大につながることが期待できる。 

 

③ キャッシュ・フロー獲得の極大化策 

    当社の獲得するキャッシュ・フローは損益計算書と，在庫の増減をみることによ

り管理できる。損益計算書では，織機ごとの製造製品の割り当てを最適化し，不良

品と機械の停止を撲滅することがキャッシュ・フローの増大につながる。ただし，

一時的なキャッシュ・フローの増大に走らず，ある程度，賃加工の仕事も受注して，

稼働率の安定化や，技術力の蓄積を行うという中長期的な視点も忘れてはならない。 

在庫については，販売不能な自社製品を製造してしまうことが，キャッシュ・フ

ローにマイナスの影響を与える。一方，自社製品の製造では，ある程度の在庫を保

有しなければビジネスチャンスを逃すことになりかねない。したがって，市場と顧

客の動向を見極める力が求められる。 
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第 3 章 山口菱洋システム株式会社  

（１）本事例の特徴 

 本事例は，ソフトウェア開発業を営む企業の事例である。財務会計においては，通常１

年ごとに決算が行われる。しかしながら，ソフトウェア開発業者にとっては，１年間とい

う時間軸による管理だけではなく，プロジェクトごとの管理が，重要である。 

 本事例のテーマの中心は，ソフトウェア開発業における，キャッシュ・フロー経営であ

る。 

 

（２）企業概要 

山口菱洋システム株式会社（以下当社という）は，1985 年に，中国地方の山口県にて，

東京に本社を持つ企業の 100％子会社として設立された。東京では優秀なソフトウェア技

術者の確保が困難になりつつあった時代背景に加えて，山口県からソフトウェア企業誘致

の話があったことから，山口県にて設立された。創業時の，従業員数は 5 名であった。 

６代目である現社長は，当社に新卒採用 1 期生として 1985 年に入社し，2003 年に代表

取締役に就任した。 

2010 年 8 月現在の従業員数は 22 名（他に，契約社員 3 名，パート 50 名）であり，直

近期の年商は約 4 億円である。 

本事例は，現社長へのインタビューを基に記述している。以下の（3）から（8）では，

ヒアリングした内容に基づき，当社の概要，管理会計の現状と課題について記述する。 

 

（３）事業内容 

当社の主要業務は，システム開発である。特に GIS と呼ばれる地図情報システムの開発

導入に強みを持ち，県庁や県警をはじめとする地元の官公庁を主要な顧客としている。売

上のうち約６割は，公共団体への売上である。設立当初は，親会社からの受注への依存度

が高かったが，現在ではグループ外からの売上が大半を占めている。資金面でも独立した

運営がなされており，株主である点を除けば，親会社からは独立した経営が行われている。 

一般に，システム開発には受託開発とパッケージ導入の二種類がある。現在，同社の売

上の約 8 割は受託開発であるが，将来の事業構想としては，「受託開発とパッケージ開発

の比率を 1：1 に近づけたい」としている。その理由は，以下のとおりである。 

受託開発の場合，売上高はプロジェクトに投入する開発者の工数と人月単価によって決

定される。したがって，売上高を増加させるためにはプロジェクトの規模を拡大したり，

プロジェクト数を増加したりする必要がある。そのためには，より多くの開発リソースが

必要となり費用の増大にもつながる。また，そうした規模やプロジェクト数の増大はリス

ク要因になるとともに，営業費用や管理費用等，間接費の増大にもつながり，利益の低下

や不採算化をもたらすことも少なくない。 

一方，パッケージ導入は，既存のパッケージ商品を顧客の業務に適した形にカスタマイ

ズして導入する。このため，受託開発と比較して，より少ない期間と工数でシステムの導

入が可能になる。また，こうしたパッケージを自社で独自に開発し，多くの顧客に汎用的

に展開することができれば，効率的な事業展開を図ることが可能となり，収益力が向上す
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る。  

このような背景から，ここ数年，同社では受託開発の規模を一定に保ちながら，そこで

培った技術力やノウハウを活かした独自パッケージの開発，営業に力を入れている。また，

売上の安定化，平準化を図るため保守契約や利用料契約といった継続的なサービスを提供

する業務の受注にも努めている。 

しかしながら，そのようなパッケージ導入やサービスの提供に特化するのではなく，従

来型の受託開発も重要だと考えている。その理由としては，同社の特徴の一つとして，県

庁や県警といった年度予算単位で事業を行なっており，毎年受注獲得できる可能性のある

優良な顧客が多いことがあげられる。官公庁との取引を維持するためには，常に顧客のニ

ーズを確実に捉え，提案し続けることが不可欠である。受託開発案件を受注することによ

り，顧客のニーズを深く捉え，それをパッケージに活かして商品力を向上させることが可

能になる。こうした相乗効果が期待できるので，受託開発業務の顧客と，深い関係を構築

していくことは有効な戦略である。 

 

（４）ソフトウェア開発におけるキャッシュ・フロー 

当社におけるキャッシュ・フローについて考察するにあたり，まず，ソフトウェア開発

業における，一般的なキャッシュ・フローの構造について概観する。 

一般に，システム開発においては，開発に着手してからシステムを完成させ，納品を完

了させるまでに数ヶ月を要する。ケースによっては，1 年以上かかることも少なくない。

その間，開発者の労務費や外注費などの経費は継続的に発生する。しかし，顧客との契約

形態によっては，代金は納品が完了してから一括して支払われるケースも少なくない。こ

のような場合，資金繰りに追われて，資金繰りのみに注力する経営に陥りがちである。本

来は，プロジェクトごとに目標とするキャッシュ・フロー額を獲得し，各プロジェクトに

おけるキャッシュ・フロー獲得額の合計額が，会社の目標とするキャッシュ・フロー額に

達することが，経営のあるべき姿である。 

当社は，主要顧客である官公庁との契約においては，例えば，業務委託契約を締結する

のであれば，発注者の支払い条件を月次払いにする等，回収の適正化を図っている。官公

庁との取引においては，定められた要件どおりの開発を行い，システムを納入すれば，代

金の回収リスクはない。つまり，当社における，経営の最重要ポイントは，十分な案件数

を獲得するという条件の下で， 

①適正な見積もりに基づいた値決めによって受注を獲得すること 

②獲得したプロジェクトについて，「見積もりどおりの開発」を行うこと 

である。ここで，「見積もりどおりの開発」には 2 つの意味がある。第 1 の意味は，仕様

変更がない場合には，仕様書どおりの開発を，予定した人員・時間で納期までに行うこと

である。第 2 の意味は，仕様変更が発生する場合である。仕様変更によって追加が発生し

た場合には，追加分の対価を請求した上で，開発を，予定した人員・時間で納期までに行

うことである。 

決算は、通常 1 年間で行われるが、システム開発業者にとっては 1 年間の収益やキャッ

シュ・フローを管理するよりも，プロジェクトごとのキャッシュ・フローを管理すること

が、管理会計におけるポイントとなる。 



 40

 当社の属する業界では、期末に仕掛かり中のプロジェクトが複数ある場合も多い。それ

らのプロジェクトの決算処理によっては、以下のようなケースが発生することに特に注意

を要する。すなわち，実際は，プロジェクトによっては獲得したキャッシュ・フローはマ

イナス，かつ，各プロジェクトのキャッシュ・フローを合計した数値はマイナスであるに

もかかわらず，決算は黒字となるケースである。 

 

 

（５）当社におけるプロジェクトごとのキャッシュ・フロー管理の現状 

 システム開発において，最大の費用は人件費（外注を活用した場合は外注費）である。

したがって，人件費を管理することがキャッシュ・フロー管理のポイントになる。システ

ム開発における，人件費管理のポイントは 3 点ある。すなわち， 

①見積もりを的確に行うこと 

②仕様変更に的確に対応すること 

③ジョブごとの進捗管理を行うこと 

の 3 点である。 

 

①見積もりの管理 

当社は，各プロジェクトをジョブと呼んでおり，ジョブごとの粗利益を管理している。

ジョブを受注するためには，まず見積もりを行う。見積もりは，製造部門が作成し，営

業部長が決裁する。的確な見積もりを作成できるか否かは，製造部門の見積もり作成能

力により左右される。 

プロジェクトごとの採算を算出するためには，プロジェクトごとに，正確に人件費を

配賦することが求められる。通常，開発担当者は複数のプロジェクトに携わっているか

ら，プロジェクトごとに投下した時間を基準にして，人件費を配賦する必要がある。つ

まり時間をコストドライバーにして，人件費を各プロジェクトに配賦するのである。 

  当社では，作業時間・勤務態様管理表（図表 3-1）により，勤務時間をプロジェクト

ごとに分けて記入している。ただし，表の記入は，開発担当者の自己申告によるため，

予定以上に時間を費やしているプロジェクトにつける時間を少なく申告する等，恣意的

な改ざんが行われる余地がある。 

  しかしながら，当社の認識としては，恣意的な改ざんよりも，遅延が発生するプロジ

ェクトの担当者は，同じ開発者であることが多いという属人的な問題が大きい。 

 

②仕様変更への対応管理 

また，開発の進行に伴い，顧客による要件の変更や追加，その他の仕様変更が必要と

なる場合がある。こうした局面では，開発者には，顧客との交渉力が求められる。 

  高品質なシステムを製造することを生き甲斐として働いている社員は，採算を度外視

して顧客の要望にそのまま応えようとする傾向がある。見積もりに適合するような，要

件定義と折衝ができなければ，ジョブのキャッシュ・フローはマイナスとなってしまっ

たり，プラスであっても目標額に達しなかったりするおそれがある。顧客満足度は高く

ても，それでは事業として成立しない。 
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③ジョブごとの進捗管理 

  個々の開発者の意識や能力の欠如，仕様変更の発生によって，ジョブに遅延が発生す

ることがある。当社は，作業進捗と投入リソースはジョブごとに ISO9001 の工程管理（見

積，計画，管理）に則って管理している。当初計画どおりに進捗していないジョブ，進

捗はしているけれども残業が発生しているジョブは，計画以上にリソースを投入せざる

を得なくなり，赤字となる。 
ジョブの採算管理は，ジョブごとの売上総利益を見ることにより行っている。ジョブ

の損益計算においては在庫もなく，回収も毎月行っていることが多いので，ジョブの売

上総利益を管理すれば，キャッシュ・フローの管理も行えることになる。進捗の管理を

こまめに行う必要がある担当者か否かは，属人的な要素による。日常の進捗管理では，

遅延の発生を重点的にチェックするようにしている。 
 

（６）組織としての採算管理の現状 
当社における組織の概要は，以下のとおりである。営業は，社長と営業部長の 2 名で担

当している。当社の中核をなす開発部門には，2 つの課がある。各課は課長以下，7～8 名

程度で構成されている。 
 全社の目標は，課の目標に分解し，管理されている。課の目標は，売上高と売上総利益

である。毎月，課の成績表を作成し，課ごとに会議を行っている。課の目標に対する達成

度に応じて，課ごとの賞与配分額を決定している。 
担当者の中には，採算意識（自分の関わっているジョブの目標採算に対する結果への意

識）の希薄な人もいるので，意識付けが今後の課題であると社長は認識している。 
また，社長は次のような，問題意識も持っている。 
現在のジョブ単位での採算管理は，課員がジョブごとの工数を正確に申告することを前提

としており，ジョブの掛け持ちが複雑化するような状況では正確な採算分析を行いにくい。

また，今後，受託開発からパッケージ製作，導入へと主軸を移そうとする当社の方針を実

行していく中では，現在のようなジョブ単位での採算管理では売上と原価の紐付けが複雑

化し見えにくくなることで，個人の採算意識が一層希薄化する懸念もある。 
 

（７）当社の課題 
ジョブ単位で，売上高と売上総利益を管理することにより，キャッシュ・フローの管理を

行う仕組みはあるが，有効に機能していているとはいえないのが現状である。具体的には，

開発担当者の採算意識が低いという問題がある。 
この問題を解決するためには，開発担当者に対して， 
①キャッシュ・フローの重要性を理解させること， 
②キャッシュ・フローの向上を目的として，ジョブの売上総利益を向上させるための具体

的手法を理解させること 
が，課題となる。 
ジョブの売上総利益を向上させるためには，個人レベルでの工数管理が不可欠である。当

社は，「顧客と折衝できる開発担当者」を求める人材像として掲げているが，そのような人

材はまだまだ少なく，育成が必要である。 
育成の方法について，社長は，以下のように考え，取り組んでいる。 
①特に生産性の高いジョブ，儲かっているジョブについて，なぜ儲かっているのか，具

体的にどうして儲かっているのかを見える化することができれば，そこから原価を下

げる意識にも繋がるのではないか。 
②ソフトウェアという目で見えない製品を作る業界にあって，顧客に納得してもらえる

ような説明ができるように，「プロトタイプ」を作る必要性がある。「プロトタイプ」

を顧客に示すことにより，手戻りも少なくなる。 
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仕事のやり方が変化していく中で，新しい管理の手法，管理者の育成が不可欠である。

あわせて従来のジョブ別採算（売上総利益）に代わる，効果的な管理会計の手法を模索し

ている。 
 
（８）今後の方向性についての考察 
これまで，社長へのインタビューを基に，当社における管理会計の現状と課題について

記述してきたが，以下では，今後のあるべき方向性について考察する。 
 当社に求められているのは，社員が当事者として採算意識を持ち，自発的に自ら参加し

ているジョブを運営し，目標とするキャッシュ・フローを獲得するような行動をとるよう

に，企業を変革することである。 
 現在の主たる管理指標であるジョブ別の売上総利益額では，時間を投下し過ぎれば，人

件費が増大して結果的に売上総利益額は減少するので，間接的には時間が反映されている。

しかしながら，当社の最大のリソースは人であり，時間管理が業績を左右するのであるか

ら，より直接的に時間を反映させる指標で管理した方が効果的であると考えられる。 
 具体的には，個人別に，時間あたりの売上総利益額の目標を設定し，管理するという方

法がある。人件費を除外した，時間当たり売上総利益額を目標として設定し，管理するこ

とにより，自らの給料を稼ぐということに対する認識を高めることができるかもしれない。 
 その認識を高めながら，売上総利益を向上させるための手法を教育していくことが必要

である。 
 社長一人の力では限界があるので，採算意識を持ってジョブを運営できる人材に，小集

団のチームを運営させ，チームの中で，小集団を独立して運営できるような人材を育て，

その人材が独立して新しいチームを作るような方法をとるのも一法である。 
 その際には，営業力の強化も鍵になる。社長や営業部長以外でも，自ら案件を受注でき

る営業力を持った，リーダーを育成することが求められる。小集団のリーダーに営業責任

も負わせることにより，チームの採算意識を図ることができると考えられる。 
 小集団ごとが最適化していれば，全社の目標を達成できるように，小集団の目標値を設

定すれば，全社最適が阻害される懸念も少ない。 
 以上のような，管理会計システムの導入は，徐々に行えるものではないので，一気に導

入する必要があろう。 
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第４章 Ｃ社 

（１）本事例の特徴 

  本事例は，地方において小売りチェーンを展開する企業の事例である。小売業におい

ては，財務会計上黒字であっても，良い経営状態にあるとは限らない。Ｃ社の事例は，

まさにこの点を示している。出店等の経営判断や経営管理のために管理会計をいかに活

用すべきかについて考えるのに適した事例である。 

 

（２）会社概要と当社を取り巻く環境 
①会社概要 

当社は，地方衛星都市にて，1932 年に創業した音楽ソフト販売チェーンである。Ｃ

Ｄ・ＤＶＤ等のソフト販売が主体であるが，楽器等のハードも取り扱っている。 

1968 年には，それまでの個人事業から法人成りをした。県内のショッピングセンタ

ーや隣県に出店をするなどして，最大で 7 店舗を展開した。しかし，ＣＤ販売の低迷

などの影響を受けたため，店舗のスクラップを推進した。その結果，2010 年 9 月現

在の店舗数は 3 店舗である。人員は，役員・パートを含め 15 名である。 

当社は同族会社であり，現社長は 3 代目である。現在は，4 代目と目される社長の

長男が常務として経営を担っている。 

 

②当社を取り巻く環境 

当社の主力商品であるＣＤの生産量は，2000 年から 2009 年にかけて急減し，金額

ベースで半減以下になっている（図表 4-1）。その影響により，全国的に，地場のチェ

ーン店は，廃業を余儀なくされた。当社は，地場チェーンとして，生存し続けている，

数少ない企業のうちの 1 社である。 

  

  図表 4-1 ＣＤ総生産金額 

 
（注）金額はシングルとアルバムの合計 

（資料）一般法人日本レコード協会ホームページ 

 http://www.riaj.or.jp/data/aud_rec/aud_m.html より引用（2011 年 2 月 14 日閲覧） 
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（３）現在のビジネスモデル 

当社の事業は３事業に区分される。 

すなわち 

① ＣＤ，ＤＶＤ等のソフト販売 

② 楽器等の販売 

③ 音楽教室の運営 

である。以下，各事業について説明する。  

 

①ＣＤ，ＤＶＤ等のソフト販売 

ＣＤ，ＤＶＤ等のソフト販売は，文字どおりソフトを仕入れて販売を行う小売業で

ある。しかし，通常の小売事業とは大きく異なる点がある。 

一般的な小売業においては，利益を上げるためには下記の 3 点がポイントとなる。 

（ア）できる限り安く仕入を行い，適正な価格で販売する 

（イ）大量に仕入れて大量に販売する 

（ウ）在庫ロス（売れ残り）を出さない，売れ筋を仕入れる 

（ア）については，ＣＤには再販売価格維持制度（以下，「再販制度」という）があ

り，売価は決まっている。仕入れ値もメーカーに決定権があるため，当社は利益率を

コントロールできない。仕入れ価格は販売価格の 70%～75%程度である。ＤＶＤには

再販制度はないが，同じ商品が低価格で再発売されるため，在庫は陳腐化しやすいと

いうリスクがある。 

（イ）における当社のチャンスは，新譜の販売時である。しかし，販売数量の予測

は，はずれる場合もあり，その際には，販売機会のロスや滞留在庫が発生するリスク

がある。 

（ウ）については，一般的な小売店のケースでは，定番商品が店の売り上げの大半

を占める。新商品が出ると試しに少量の仕入をして，売り行きを見ながら仕入れ量を

増加させ，売れると定番商品となる。販売できないと値引き販売を行い，それでも販

売できないとロス（廃棄）となる。 

しかし，ＣＤ販売の場合は新譜の販売予測がはずれると，滞留在庫となってしまう。

また，深い品揃えを要求されるので，在庫回転率が悪くなる。具体的には，あるアー

チストについては，旧譜も含めた全アルバムがあって初めて顧客の吸引が可能となる

ので，在庫負担が重い。さらに書籍とは異なり，返品を仕入れの５％程度までしか認

めないメーカーが多い。厳しいケースでは，返品の対象から除外される新譜もある。

したがって，仕入れることは買い取ることを意味するといっても過言ではないので在

庫リスクが大きい。 

 

②楽器の販売 

全３店舗にて，楽器および楽譜等の付属品を販売している。ＣＤ販売等とは異なり，

再販制度はなく，売価は自社で決定できる。 

売上を増加させるためには，ある程度の在庫を保有し店頭に陳列することにより，

来店客に訴求する必要がある。しかし，前述したとおり，当社を取り巻く業界の環境
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は厳しく，資金繰りにも余裕がないので，理想とする在庫量を確保できない状況にあ

る。 

 

③音楽教室の運営 

ピアノ，ギター，ドラム等の楽器教室やカラオケ教室を主催している。当社は，集

客と場所の提供を行っている。受講者１名あたりの月謝に対し，受取額の 7 割を講師

の報酬としている。 

 

（４）管理会計の現状 

当社は，業界の環境もあり，資金繰りが厳しく，現状では，資金繰りの管理のみが主

体になっている。在庫の店舗間移動を緻密化し，無駄な仕入れを行わないことや，滞留

在庫の返品による資金化に重点をおいた管理を行っている。 

以前は，店舗別収支やキャッシュ・フローの管理を行い経営のために活用していたが，

現在では行っていない。 

この事実から，業況が悪化すると，平時において効果を発揮していた管理会計の効果

は著しく小さくなることがわかる。企業経営においては，必要な売上高を確保すること

が先決である。自社ではコントロールできないレベルで，業界の環境悪化により業績に

影響を受ければ，管理会計は無力化する。 

当社は，資金繰りを何とか回して，本業を縮小しながらも維持し，新たな柱となる新

事業の展開を模索しているところである。 

このような，状況下にある当社の，近年における損益とキャッシュ・フローの状況を

みてみよう。図表 4-2 は、当社の損益計算書である。 

 

図表 4-2 Ｃ社の損益計算書 

Ｘ期 「Ｘ＋1」期 「Ｘ＋2」期 「Ｘ＋3」期

金額 金額 金額 金額
売上高 628,663 612,130 530,370 461,890
売上原価 451,522 436,793 357,065 349,686
売上総利益 177,140 175,336 173,305 112,204
販管費合計 170,642 167,823 165,483 163,035
営業利益 6,499 7,513 7,822 -50,831
営業外収益 1,548 486 1,276 1,781
営業外費用 5,027 5,899 6,721 6,969
経常利益 3,020 2,101 2,377 -56,019
特別利益 0 0 0 5,000
特別損失 196 0 0 864
税引前当期純利益 2,824 2,101 2,377 -51,883
法人税等 1,786 953 1,107 0
当期純利益 1,037 1,148 1,270 -51,883

（単位：千円）

 
 

 （資料）当社決算書に基づき筆者作成 

 

損益計算書をみると、売上は減少傾向にあるが、「X＋3」期以外は黒字となってい
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る。 

次に，キャッシュ・フローをみる。図表 4-3 は，貸借対照表と損益計算書等から作

成した当社のキャッシュ・フロー計算書である。 

「X+1」期と「X+2」期は，営業キャッシュ・フローはマイナスであるが，「X+3」 

期は，営業キャッシュ・フローは大きなプラスである。 

 

図表 4-3 Ｃ社のキャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）当社決算書に基づき筆者作成 

 

そこで，営業キャッシュ・フローの内容をみてみる。全ての期において営業キャッ

シュ・フローに大きな影響を与えているのは，棚卸資産の増減額である。棚卸資産が

増加することにより，キャッシュ・フローはマイナスとなる。反対に減少すれば，キ

ャッシュ・フローはプラスになる。 

一方で，在庫が増加すると，損益計算においては売上原価の減少要因になるため，

利益額は増加し，その結果，黒字になる可能性が高くなる。つまり，陳腐化した在庫

が増加していれば，キャッシュ・フローはマイナスになるにもかかわらず，損益計算

書では黒字になるという事象が発生しやすい。 

したがって，損益計算書しか見ずに経営を行うと，黒字であることを過信して出店

を続けてしまう懸念がある。あるいは，在庫の増加により資金繰りが厳しくなってい

ても，黒字なので借り入れを行いやすい。そこで，新店舗の，設備や仕入れ資金と称

（単位：千円）
「Ｘ+１」期 「Ｘ+２」期 「Ｘ+３」期

営業キャッシュ・フローの部
税引前当期純利益 2,101 2,377 -51,883
減価償却費 5,456 5,575 5,743
その他 0 0 864
債務免除益 0 0 -5,000
売上債権の増減額 151 1,362 5,869
棚卸資産の増減額 -7,211 -32,442 69,973
仕入債務の増減額 -3,634 10,282 5,005
その他負債の増減額 -2,801 596 1,160

小計 -5,939 -12,250 31,731
法人税等の支払額 -953 -705

①営業キャッシュ・フロー合計 -6,892 -12,250 31,026
投資キャッシュ・フローの部
有形固定資産の購入による支払額 -1,904 -9,471 0
その他投資項目の増減額 -359 -2,518 -18,125

②投資キャッシュ・フロー合計 -2,263 -11,989 -18,125
③フリーキャッシュ・フロー合計（①＋②） -9,155 -24,239 12,901
財務キャッシュ・フローの部
短期借入金の増減額 -6,500 15,000 -6,539
長期借入金の増減額 23,092 529 -13,014
役員借入金の増減額 -4,840 563 7,999

④財務キャッシュ・フロー合計 11,752 16,091 -11,554
キャッシュ・フロー合計（③＋④） 2,598 -8,148 1,348

期首現金預金残高 6,953 9,551 1,403
期末現金預金残高 9,551 1,403 2,751

キャッシュ・フローの増減額 2,598 -8,148 1,348
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した借り入れを行い，過剰在庫の一部を新店にまわし，資金繰りに余裕を持たせよう

とする行動を取る可能性がある。 

インタビューの結果では，出店を続け，業況は順調であると外部に見られていた時

期でも，当社は後者のような状況にあったようである。 

 

（５）小売業における在庫と管理会計 

他店舗展開している小売店においては，まず，損益計算書における損益管理よりも，

キャッシュ・フローを店舗別に管理することが重要である。 

次に，キャッシュ・フロー管理においても営業キャッシュ・フローの中身をよく見る

必要がある。とりわけ，在庫の増減の意味するところをよく見極めて，業況を評価する

必要がある。 

在庫金額の増加要因としては新規出店と滞留在庫の増加，反対に減少要因は，在庫の

返品や売却による資金化が考えられる。当社の「X+3」期において，営業キャッシュ・

フローが大きくプラスなのは，資金繰りに窮して在庫を返品し，メーカーの協力を得て

換金したためである。営業キャッシュ・フローがプラスなら，良い経営状態にあるとは

必ずしもいえないこともこの事例からわかる。 

  さらに，新たな出店を行う等，業容の拡大期に，在庫の増加分を借入金にて，賄うの 

は危険であることを本事例は示唆している。 

以上を踏まえると，平時における内部の管理会計としては，在庫の評価を工夫する必

要がある。例えば，仕入れを行った瞬間に，在庫は，簿価の 50％や 30％で評価する等

のルールを定め，業績の評価と経営の意思決定に役立てていくことも一法である。 
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